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法務省行政文書取扱規則（平成26年法務省秘法訓第1号大臣訓令）を一部改正するため，別添案
のとおり標記訓令を定めることとしたい。

※本規則については，所管業務の実態や制度の新設等に伴う新たな決裁事項の設定の要否等を検討
するため，毎年， 1 ， 2回程度見直しを行っているところ，今回についても各部局課に照会した上
，各局部課からの意見を踏まえ，決裁事項等の改正行うとともに，所要の改正を行うものです。

※本規則の適用対象は本省内部部局であるところ，改正内容について全局部課と調整済みです。
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附則

様式

別表第一決裁事項及び決裁者の表

別表第二文書記号の表

第1章総則

第1節通則

（目的）

第1条この規則は，法務省行政文書管理規則（平成23年法務省秘文訓第30

8号。以下「管理規則」 という。）第34条の規定に基づき，法務省内部部局

における行政文書の取扱いについて必要な事項を定めることを目的とする。

（他の規則等との関係）

第2条行政文書の取扱いについては，別に定めるものを除くほか， この規則に

定めるところによる。

（用語の定義）

第3条この規則における用語の定義は，次のとおりとする。

（1） 「行政文書」 とは，管理規則第2条第3号に規定する文書をいう。

（2） 「部局」 とは，法務省内部部局における局，部並びに大臣官房秘書課（以

下「秘書課」 という。），大臣官房人事課，大臣官房会計課，大臣官房国際
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課，大臣官房施設課及び大臣官房厚生管理官を， 「部局長」 とは，部局の長

をいう。

(3) 「課」 とは，法務省内部部局における局及び部の課並びに民事局民事法制

管理官，刑事局刑事法制管理官，刑事局国際刑事管理官，矯正局矯正医療

管理官,訟務局訟務支援管理官及び入国管理局出入国管理情報官を， 「課長」

とは，課の長をいう。

(4) 「他府省等」 とは,法務省内部（部局，施設等機関，特別の機関，地方支

分部局及び外局をいう。以下同じ｡）の組織以外の国の機関をいう。

(5) 「文書管理システム」 とは，管理規則第2条第6号に規定する文書管理シ

ステムをいう。

(6) 「電子文書」 とは，行政文書のうち電磁的記録であって，電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう （第8条第4号及び第10条第4項

を除く。)。

(7) 「決裁」 とは，所要の手続を経た上で，権限を有する者が承認又は確認す

ることにより行政機関の意思決定を行うことをいう。

(8) 「起案文書」 とは，決裁を求めるために起案した行政文書をいう。

(9) 「供覧文書」 とは，上司等の閲覧のために起案した行政文書をいう。

(10） 「報告文書」 とは，上司等に報告するために起案した行政文書をいう。

(11) 「施行」 とは，決裁により決定した意思が表示された行政文書を，権限を

有する者（部局又は機関を含む｡）の名義により，法務省内部又は外部へ送

り又は示すことをいう。

(12） 「電子施行」 とは，文書管理システム又は本省内LANシステム（文書管

理システム以外に法務省において運用されているシステム（部局と所管各

庁間で運用されているシステムを含む｡）をいう。以下同じ｡）を用いて電

子文書を発送することにより施行することをいう。

(13） 「紙施行」 とは，郵便若しくは公文書交換センターを利用した使送又はそ

の他の方法を用いて行政文書（電子文書を除く。）を発送することにより施

行することをいう。

’
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第2節行政文書取扱体制

（行政文書取扱責任者の設置）

第4条部局にそれぞれ当該部局長が指名する行政文書取扱責任者1名を置く。

（行政文書取扱責任者の任務）

第5条行政文書取扱責任者は，常に当該部局における行政文書の取扱状況を把

握し， 当該部局の文書処理がこの規則の定めるところにより適正に運営される

よう当該事務を指導する。

（取扱状況）

第6条行政文書の取扱状況の把握は,文書管理システムにより行うものとする。

ただし，第11条第2項に規定する方法により作成する行政文書については，

別に定める方法により取扱状況を把握するものとする。

2 大臣官房秘書課長（以下「秘書課長」 という。）は，必要と認めるときは，

部局における行政文書の取扱状況について照会し,回答を求めることができる。

’

1

｜

’

’
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｜
’
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（行政文書の取扱いに用いる番号）

第7条この規則に定める行政文書の取扱いに用いる番号は，暦年で更新するも

のとする。

第2章文書の接受

（文書接受の所管） ←

第8条秘書課は，文書の接受を主管する。ただし，部局（秘書課を除く。）が，

次に掲げる方法により直接文書を受領したときは，原則として， 当該部局にお

いて第10条に定める受付の手続を行うものとする。

（1） 使送を受け，又は会議等により受領したとき。

（2） 陳情，建議等により受領したとき。

（3） ファクシミリにより受領したとき。

（4） 電子文書（行政文書以外の文書を含む。第10条第4項において同じ｡）

を受領したとき。

（秘書課における処理）

第9条秘書課は，文書を受領したときは，速やかにこれを名宛ての部局に送付

するものとし， 当該文書が封書である場合にあっては，開封せずに送付するも

のとする。

2秘書課は，受領した文書のうち，大臣，副大臣，大臣政務官，事務次官又は

官房長宛てのもの及び所管部局が明らかでないものについては， 当該文書の内

容を確認した上で，次の各号により処理するものとする。

（1） 大臣，副大臣，大臣政務官，事務次官又は官房長への閲覧又は報告を要す

る必要があると認められる文書で緊急を要するものは，速やかに秘書課長を

通じて閲覧又は報告を行う。

（2） 秘書課以外の部局に送付すべき文書は，文書管理システムに所要の事項を

入力した上で，所管部局に送付する。

ただし，文書管理システムへの入力により難い相当の理由がある場合は，

あらかじめ秘書課長の承認を得て別に定める帳簿に記入又は入力することに

より，文書管理システムへの入力に代えることができる。

（3） 前号の場合において，二つ以上の部局に関係のある文書は， 当該部局に原

本又はその写しを送付する。

3前項の処理に当たり，所管部局が明らかでない文書の所管は，秘書課長が定

めるものとする。

（文書の受付）

第10条部局は，第8条ただし書に定めるところにより文書を受領したとき及

び前条により文書が送付されたときは，速やかに， 当該文書が当該部局の所管

に関する文書であることを確認するものとする。

2部局は，前項により確認を行った文書については，文書管理システムに所要

の事項を入力し，受付番号を登録するとともに， 当該文書の余白に受付印（様

式第1号）を押印し，受付番号を記入するものとする。

ただし，文書管理システムへの入力により難い相当の理由がある場合は，あ

らかじめ部局長の承認を得て別に定める帳簿に記入又は入力することにより，
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文書管理システムへの入力に代えることができる。

3 図書印刷物又は軽微な内容の文書は，前項の手続を省略することができる。

4第1項の文書が電子文書である場合には，受付印の押印及び受付番号の記入

は要しない。

第3章起案文書等の作成及び決裁

（起案文書の作成）

第11条起案文書は，原則として，文書管理システムを用いて作成するものと

する。

2持ち回りの方法により決裁を受ける必要がある起案文書の作成その他文書管

理システムを用いて行うことが適当でない起案文書の作成は，起案用紙（様式

第2号）又は文書管理システムから出力した起案用紙を用いて行う。

3前2項の規定にかかわらず，軽微な内容について指示又は確認等を求める起

案文書は，本省内LANシステム等を用いて作成することができる。

（決裁の方法）

第12条前条第1項により作成された行政文書の決裁（第16条の代決を含

む｡）は，必要な承認及び決裁を行ったことを文書管理システムに記録するこ

とにより行うものとする。

2前条第2項に規定する方法により作成された行政文書の決裁（第16条の代

決を含む｡）は，所定の箇所への押印等により行うものとする。

3前条第3項の決裁は，本省内LANシステム等において決裁の意思を表示す

ることにより行うものとする。 ’

（部局長以上の決裁を要する決裁事項及び決裁者）

第13条部局長以上の決裁を要する決裁事項及び決裁者は，別表第一に定める

ところによる。ただし，同表により大臣以外の者を決裁者とする行政文書につ

いて，特別の事情があるときは，その上位の者がそれぞれ決裁をすることを妨
げない。

（部局内の決裁）

第14条部局長の決裁は，所管課長及び関係課長の承認を経た上，総務担当

課長の，特定の局を担当する官房審議官が置かれている局にあっては総務担当

課長及び当該官房審議官の承認を要するものとする。

2部局長を決裁者とする行政文書でその内容が軽微なものについては，別に大

臣の承諾を得て，部局長の定めるところにより，所管の課長（秘書課，大臣官

房会計課及び大臣官房施設課にあっては,所管の室長）を決裁者とすることが

できる。

3第1項の規定により承認を経るべき者につき，不在その他特別の理由により，

その者の承認を経ることができない場合であって，緊急の必要があるときは，

その者の承認を省略することができる。 この場合においては，適宜の方法によ

り，遅滞なくその者にその旨を報告するものとする。

（決裁の手続）

第15条次の各号に掲げる決裁者の決裁を要する行政文書は，それぞれ当該各

号に定める者の承認を経なければならない。

口
I
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1
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（1）大臣秘書課長，官房長，事務次官，大臣政務官及び副大臣

（2）副大臣秘書課長，官房長，事務次官及び大臣政務官

（3）大臣政務官秘書課長，官房長及び事務次官

（4）事務次官秘書課長及び官房長

（5）官房長秘書課長

2前項の規定にかかわらず，大臣政務官について大臣が定めた職務の範囲に属

しない事項については，大臣政務官の承認を省略することができる。

3第1項の規定にかかわらず，別に定めるところにより，同項各号に定める者

の承認を省略することができる。この場合においては，遅滞なく当該承認を行

うべき者にその旨を報告しなければならない。

4第1項の規定により承認を経るべき者につき，不在その他特別の理由により

その者の承認を経ることができない場合であって，緊急の必要があるときは，

その者の承認を省略することができる。この場合においては， 当該承認を行う

べき者の下位の者は，遅滞なくその者にその旨を報告するものとする。

（代決）

第16条次の各号に掲げる決裁者につき，不在その他特別の理由によりその決

裁を受けることができない場合であって，緊急の必要があるときは，それぞれ

当該各号に定める者が代決することができる。ただし，決裁者があらかじめ代

決してはならないと指定したものについては， この限りでない。

（1）大臣副大臣（副大臣の不在その他特別の理由によりその決裁を受けるこ

とができない場合であって，緊急の必要があるときは，事務次官）

（2）副大臣事務次官

（3）大臣政務官事務次官

（4）事務次官官房長又は所管部局長

（5）官房長又は部局長官房長又は部局長があらかじめ指定する者。ただし，

特定の局を担当する官房審議官が置かれている局にあっては，当該官房審議

官

2前項の規定により代決した者は，遅滞なく当該決裁者にその旨を報告するも

のとする。ただし，あらかじめ決裁者の指示を受けて代決した場合は， この限

りでない。

（文書番号の登録）

第17条決裁を完了した行政文書の文書番号は，文書管理システムにより登録

する。

2前項の文書番号は，別表第二に定める記号を付した番号とする。

（合議）

第18条他部局の所掌事務に関係する起案文書は，所管部局において部局長

の決裁又は承認を受けた後，関係の部局に合議するものとする。ただし，所管

部局が官房の部局で，官房外の部局に合議する場合であって，大臣，副大臣，

大臣政務官,事務次官又は官房長の決裁又は承認を必要とするものについては，

官房長の決裁又は承認を受けた後，関係の部局に合議するものとする。

2 前項の合議は，あらかじめ関係の部局と意見の調整を図り合意したときは，

省略することができる。



｜

機密性2 完全性2 可用性2

3合議を受けた部局が，起案文書について修正の必要を認めたときは，所管部

局と調整を行うものとする。

4他府省等に合議する場合は，その起案及び合議の方法等について， あらかじ

め当該府省等と協議するものとする。

（文書審査）

第19条大臣，副大臣，大臣政務官，事務次官又は官房長の決裁を必要とす

る起案文書は，秘書課の文書審査を受けるものとする。

2第11条第2項に規定する方法により作成された起案文書であって，緊急に

処理する事情等があるときは，前項の規定にかかわらず，文書審査を省略する

ことができる。

（供覧文書等）

第20条供覧文書及び報告文書の取扱いは，起案文書の取扱いに準ずるものと

する。

（決裁の特例）

第21条秘書課長は，決裁を要する行政文書を査閲し， 内容軽微その他特別の

理由により，通常の規定による決裁手続を経ることを要しないと認めるときは，

当該決裁者の決裁を完了したものとして処理することができる。

｜

第4章行政文書の施行

第1節通則

（施行名義）

第22条第13条に定める決裁事項の決裁を完了した行政文書で施行を要する

ものは，所管部局において施行のための手続を終えた上で，別表第一の施行名

義により施行するものとする。ただし，名宛人との関係において適当な場合に

は，所管課の課長等を施行名義とすることができる。

2行政文書の施行名義及び名宛人は，次の各号に掲げる場合を除き，氏名を省

略して官職名のみとすることができる。

（1） 署名又は記名することが特に法令等で定められている場合

（2） 処分又は命令に関する行政文書である場合

（3） 重要な行政文書である場合

（法務省内部への施行）

第23条法務省内部に行政文書を施行する場合は,電子施行によるものとする。

ただし，特別な事情が認められるときは,紙施行によることができる。

（法務省外部への施行）

第24条法務省外部に行政文書を施行する場合は，紙施行によるものとする。

ただし，特別な事情が認められるときは，電子施行によることができる。

（公印及び契印）

第25条行政文書を紙施行するときは，施行すべき行政文書に施行名義の公印

（法務省公印規程(昭和59年秘文訓第10号）に規定されているものに限る｡）

を押印しなければならない。

2第11条第2項に規定する方法により作成し決裁を完了した行政文書を紙施

行するときは，前項の規定による公印の押印に加え，施行すべき行政文書とそ

’



機密性2完全性2 可用性2

の起案文書にわたって契印（様式第3号）を押印しなければならない。ただし，

発送先が多数であり，契印を押した原本を用いて印刷し，発送すべき文書を作

成した場合における各行政文書については， この限りでない。

3前2項の規定にかかわらず，第23条ただし書の定めるところにより紙施行

を行うときは，原則として， 当該行政文書に公印省略の旨を付記することによ

り，公印及び契印の押印を省略するものとする。ただし， 当該行政文書に公印

を押印すべき特別な事情がある場合はこの限りでない。

4第1項及び第2項の規定にかかわらず，前条本文の定めるところにより紙施

行を行う場合において，特別な事情が認められるときは， 当該行政文書に公印

省略の旨を付記することにより，公印及び契印の押印を省略することができる。

5行政文書を電子施行するときは， 当該行政文書に公印省略の旨を付記するこ

とにより，公印及び契印の押印を省略するものとする。

（発送の事務）

第26条行政文書の発送は，次の各号に掲げる場合については，原則として秘

書課が行う。ただし，発送の準備は，所管部局が行うものとする。
（1） 郵便により発送する場合

（2） 公文書交換センターを利用して使送により発送する場合

第2節官報掲載，閣議請議

（官報掲載についての取扱い）

第27条所管部局は，省令，告示その他の事案で官報に掲載するものについて

決裁が完了したときは，起案文書とともに官報原稿（電磁的記録を含む。以下

同じ｡）を秘書課に送付する。

2秘書課は，前項の規定により送付された官報原稿を独立行政法人国立印刷局

に提出する。ただし，法制執務業務支援システムを使って官報入稿する省令等

を除く。

（官報掲載後の処理）

第28条官報原稿が官報に掲載されたときは，次の各号により処理するものと

する。

（1） 秘書課は， 当該事案の掲載を確認し，省令，告示及び訓令については，そ

れぞれ省令原簿（様式第4号)，告示原簿（様式第4号）又は訓令原簿（様

式第4号）に必要事項を記載する。

（2） 所管部局は，官報の掲載内容を起案文書と速やかに照合し，両者の相違そ

の他不備が判明したときは，直ちに秘書課にその旨を報告するものとする。

（閣議請議についての取扱い）

第29条閣議請議に係る事案については,次の各号により処理するものとする。

（1） 所管部局は，閣議に付議すべき法律案又は政令案及びその他参考資料等を

作成し，閣議請議書とともに秘書課に送付する。

（2） 秘書課は，所管部局から法律案等の送付を受けたときは，様式審査を行っ

た上，閣議請議書とともに内閣官房に提出する。

（3） 秘書課は，閣議請議原簿（様式第5号）に所要の事項を記載する。
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機密性2 完全性2 可用性2

第5章雑則

（再度決裁を経ない決裁終了後の起案文書の修正の禁止）

第30条起案文書の内容を決裁終了後に修正することは，修正を行うための起

案文書を作成し，改めて決裁を経なければ， これを行ってはならない。

2前項の決裁には， 当初の起案文書からの修正の箇所，内容及び理由を記載し

た資料を添付しなければならない。

3施行が必要な文書を修正したときは，第1項の決裁における文書番号及び施

行日により施行することとする。

4第1項の修正の内容が，客観的に明白な計算違い，誤記，誤植又は脱字など

軽微かつ明白な誤りに係るものであるときは，第14条の規定にかかわらず，

承認を要する者（所管課長を除く。）の承認を省略することができる。この場

合においては，適宜の方法により，遅滞なくその者にその旨を報告するものと

する。

（細目）

第31条この規則の実施に関する細目は，秘書課長が定める。

’

｜

’

’

附則

（施行期日）

第1条この規則は，平成26年4月1日から施行する。ただし，第11条第2

項に規定する起案用紙については， この規則の発出の日から使用することがで

きる。

（法務省文書決裁規程の廃止）

第2条法務省文書決裁規程（平成元年秘法訓第937号大臣訓令）は， この規

則の施行の日に廃止する。

（経過措置）

第3条この規則の施行の際現に法務省文書取扱規程（昭和58年秘総訓第61

6号大臣訓令）及び法務省文書決裁規程に基づき取扱われている文書について

は，なお従前の例による。

附則（平成26年3月31日法務省秘法訓第2号）

この訓令は，平成26年4月1日から施行する。

附則（平成26年12月10日法務省秘法訓第3号）

この訓令は，平成26年12月10日から施行する。

附則（平成27年4月10日法務省秘法訓第1号）

この訓令は，平成27年4月10日から施行する。

附則（平成27年6月30日法務省秘法訓第2号）

この訓令は，平成27年7月1日から施行する。

附則（平成27年12月25日法務省秘法訓第3号）

この訓令は，平成28年1月1日から施行する。

附則（平成28年3月31日法務省秘法訓第2号）

この訓令は，平成28年4月1日から施行する。

附則（平成28年11月25日法務省秘法訓第4号）

この訓令は，平成28年11月28日から施行する。

’

’

’

’

’

’
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(平成29年2月3日法務省秘法訓第1号）

平成29年2月3日から施行する。

(平成29年10月24日法務省秘法訓第2号）

平成29年10月24日から施行する。

(平成30年3月30日法務省秘法訓第1号）

平成30年4月1日から施行する。

(平成30年5月24日法務省秘法訓第2号）

平成30年6月1日から施行する。

(平成30年8月22日法務省秘法訓第3号）

平成30年9月3日から施行する。

(平成30年12月17日法務省秘法訓第4号）

附則（平成29年2月3日法務省秘法訓第1イ

この訓令は，平成29年2月3日から施行する。

附則（平成29年10月24日法務省秘法訓；

この訓令は，平成29年10月24日から施行する。

附則（平成30年3月30日法務省秘法訓第1

この訓令は，平成30年4月1日から施行する。

附則（平成30年5月24日法務省秘法訓第｜

この訓令は，平成30年6月1日から施行する。

附則（平成30年8月22日法務省秘法訓第｜

この訓令は，平成30年9月3日から施行する。

附則（平成30年12月17日法務省秘法訓；

この訓令は，平成30年12月17日から施行する。
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’

様式第1号（第10条関係） （受付印）

法務大臣官房
2． 1． 1

2． 1． 1

第00000号

法務大臣官房

秘書課

第 号

秘書課
他

35

ﾐﾘﾒｰﾄﾉﾚ

35

ﾐﾘﾒートル
I

配字は例として示したものである。(備考）
’

’

I

’

’

’
1

’



機密性2 完全性2 可用性2

様式第2号（第11条関係） （起案用紙）

決裁･供覧･報告

(備考） 用紙の大きさは、 日本工業規格A列4番とする。

件
名

文書番号

平成年 第 号

伺
い
文

起
案

分
類
名
称

取
扱
区
分

起案日 平成 年 月 日

部署

起案者

連絡先(内線）

大分類

中分類

名称(小分類）

秘密区分

秘密期間終了日 平成 年 月 日

指定事由

決
裁

施
行

格
付
け

保
存

受付日

決裁処理期限日

決裁日

施行処理期限日

施行日

施行先

施行者

取扱上の注意

機密性格付け

取扱制限

行政文書保存期間

保存期間満了日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

平成 年 月 日

決
裁
・
供
覧
・
報
告
欄

大臣

秘書課

起案部局･課

副大臣 大臣政務官 事務次官 官房長

備
考
欄
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） （契印）様式第3号（第 条関係25

画
垂
一

卦

唾、

■
ご
Ｂ
・

↑
‐
‐
‐
‐
《

１

－
湖
．

淳
〃

官
房
人
事

課
契
印

官
房
司
法

法
制
部
契
印

法
務
省
民

事
局
契
印

30

ミリ

ﾒートル

3

ー

0
◆

▲ー

■
ロ
ケ
■
■
の
■
■
○
日
豆
●

漁
８
９

飼
い
繩

13

ミリ

ﾒｰﾄﾙ

13

ﾐﾘ

ﾒｰﾄﾉﾚ

13

ミリ

ﾒートル

（備考） 配字は例として示したものである。

様式第4号（第28条関係） （省令原簿，告示原簿，訓令原簿）

様式第5号（第29条関係） （閣議請議原簿）

’

--.-.L_.～ーL一一一一～.～ーL一～ー～、 ～、 へ一～.＝＝＝=＝－人一ニーー‘.､L～､～.＝＝一一一～､‐

登録

月日 番号

件名 文書番号 公布の日 施行の日 備考

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

言繍書

日付 靖
瀞

件名 臓
加
職
抑
聯
伽
飾
叩
燃
号

備考

●

● ● ● ●

●

● ● ● ●
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別表第一（第13条関係）

（1 共通事項）

序書案そり

書の征期II雪
認
〃

閣
出

の
ス

凋一提出 （L

言繕､ｲb末Z』貝ノ

去律案の提案理由説明丑ぴ緯 言説明

の答争J 1箔

1

宝国

会提出予定法律案の件名0

弧取りやめ

合の制岸殿ぴ改廃（園実朽

出0

r淵ロ潟

貨のもの

イ同14冬

妾なもの

股のもの

，通達（同14§

回答及び承認等

に重要なもの

要なもの

股のもの

君輔1 肥

労り

＝

謂厭

濁す

妾なもC

投のも0

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者
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’

又 は

部局長

大 臣

又 は

部局長

大 臣

1

政府の施策に係る事項その他重要方針の決定に

関すること。

施策の企画，立案及び実施

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

11

12

副大臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

大 臣

副大臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

大 臣
｜
’

特別顧問に対する諮問及びその答申に関するこ

と。

他府省からの法令案，条約案の協議に関するこ

と。

重要なもの

一般のもの

国会等に対する資料の提出に関すること。

重要なもの

一般のもの

13

’

14

事務次官

部局長

事務次官

部局長
’

15

大 臣

官房長

又 は

部局長

官
官

長
長

房
房

質問主意書の答弁書案（1に該当するものを除

く。）に関すること。

答弁書の作成を要するもの

答弁書の作成を要しないもの

重要なもの

一般のもの

国会， 内閣，各府省及び最高裁判所との連絡，

交渉及び協議等

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

16

大 臣 部局長

事務次官

部局長

部局長

部局長
’

17

大 臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

大 臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

’

I

交渉及び協議外国政府及び国際団体との連絡，

等

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

18

大 臣

事務次官

官房長

又 は

大 臣

事務次官

官房長

又 は

｜
’

’

ｌ

ｌ

ｌ

Ｉ



機密性2 完全性2 可用性2

部局長 部局長

法令に基づき大臣が行う協議，同意，回答等（こ

の別表第一において別に定めるものを除く。）

特に重要なもの

重要なもの(秘書課長が指定したものに限る｡）

19

大
大
大

大 臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

部局長

臣
臣
臣一般のもの(同上）

法令の解釈及び運用に関すること。 官房長

又 は

部局長

大 臣

20

大臣祝辞等

会同の開催

各庁の長，次席検事，部長検事及び係検事

部長，副検事及び事務局長

課長等

大 臣21

22

部局長

局 長

部局長

大 臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

会議，協議会及び打合せ会等の開催

特に重要なもの

23

事務次官

又 は

部局長

部局長

部局長

大 臣

事務次官

官房長

又 は

部局長

重要なもの

一般のもの

法務省の後援，協賛，監修，推薦及びこれらに

類する名義使用の承認

新規に申請のあったもの

上記以外のもの

後援等名義依頼に関すること。

公益信託の引受けの許可（公益信託二関スル法

律2条1項）

公益信託の信託行為の変更に関すること及び信

託の併合又は分割の許可（公益信託二関スル法

律5条1項， 6条）

重要なもの

一般のもの

公益信託の受託者の辞任の許可及び解任並びに

新受託者，信託財産管理者及び信託管理人の選

24

長
長
長
臣

官
官
官
大

長
長
長
臣

房
房
房

官
部
官
大

房
局
房25

26

27

事務次官

部局長

大
大

臣
臣

28
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１

１

１
機密性2 完全性2 可用性2

｜

任に関すること （公益信託二関スル法律7条，

8条，信託法58条4項， 62条4項， 64条1項， 1

23条4項)。

重要なもの

一般のもの

公益信託の継続に関することの許可（公益信託

二関スル法律9条）

重要なもの

一般のもの

公益信託の業務の監督，検査等に関すること（公

益信託二関スル法律3条， 4条)。

重要なもの

一般のもの

’

事務次官

部局長

大
大

臣
臣

29

事務次官

部局長

大
大

臣
臣

30
’

事務次官

官房長

又 は

部局長

大 臣

大 臣

官房長

又 は

部局長

’

’
公益信託の届出又は報告の受理（公益信託規則

3条～5条， 7条～26条， 29条）

補助金等の交付決定，条件の付与及び通知（補

助金適正化法6条～8条）

重要なもの

一般のもの

補助金等の交付決定の取消し並びに決定の内容

又はこれに付した条件の変更及び通知（同10条，

17条）

重要なもの

一般のもの

補助金等の交付に関する事務の委任及び財務大

臣への協議（同26条，補助金適正化法施行令16

条）

補助金交付要領の制定及び改正

補助金額の内示

補助事業等の遂行命令，一時停止命令及び補助

事業者等に対する是正措置命令（補助金適正化

法13条， 16条1項）

重要なもの

一般のもの

補助金等の額の確定，返還命令及び返還命令等

に伴う加算金又は延滞金の免除（同15条, 18条，

19条3項）

部局長31
－

’

32

事務次官

部局長

大
大

臣
臣

33

事務次官

部局長

事務次官

大 臣

大 臣

部局長

’

34

部局長

部局長

部局長

部局長

35

36

37

事務次官

部局長

大
大

臣
臣

38

’
｜

’



機密性2完全性2 可用性2，

事務次官

部局長

部局長

大
大
大

重要なもの

一般のもの

国立公文書館に対する移管元行政機関による特

定歴史公文書等の利用請求(公文書等の管理に関

する法律24条）

情報公開に関する事項

臣
臣
臣39

1

40

開示・不開示の決定及び通知（行政機関の保

有する情報の公開に関する法律9条）

重要なもの

一般のもの

延長の措置及び通知（同10条2項）

処理期限の特例に関する措置及び通知（同11

条）

事案の移送及び通知（同12条1項， 12条の2

・ 1項）

第三者に対する意見書提出の機会の付与及び

反対意見書を提出した第三者に対する通知(同

13条）

開示実施手数料の減額又は免除の措置（同16

条3項）

審査請求の受理並びに情報公開・個人情報保

護審査会への諮問及び通知（同19条）

審査請求に対する裁決（行政不服審査法45条，

46条， 47条， 49条）

情報公開・個人情報保護審査会の答申と異

なる裁決をするもの

上記以外のもの

大
大
大
大

局
局
局

大
部
部
部

臣
長
長
長

臣
臣
臣
臣

部局長

部局長

大
大

臣

臣

大部局長 臣

大部局長 臣

大
大
大

大 臣 臣

部局長

部局長

臣

個人情報に関する事項

利用目的以外の目的のための保有個人情報の

利用及び提供並びに提供を受ける者に対する

措置要求に関すること （行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律8条,9条)。

開示・不開示の決定及び通知（同18条）

重要なもの

一般のもの

延長の措置及び通知（同19条2項）

処理期限の特例に関する措置及び通知（同20

条）

事案の移送及び通知（同21条1項,22条1項）

第三者に対する意見書提出の機会の付与及び

41

臣

大
大
大
大

大 臣

部局長

部局長

部局長

臣
臣
臣
臣

部局長

部局長

大
大

臣
臣



’
1

1

’

機密性2完全性2 可用性2凡

’

’

反対意見書を提出した第三者に対する通知(同

23条）

開示請求手数料の免除の措置（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律29条1項により読み替えられ

て適用される行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律26条2項）

訂正・不訂正の決定及び通知（行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律30条）

重要なもの

一般のもの

延長の措置及び通知（同31条2項）

処理期限の特例に関する措置及び通知（同32

条）

事案の移送及び通知（同33条1項,34条1項）

保有個人情報提供先に対する通知（同35条）

利用停止・不利用停止の決定及び通知（同39

条）

重要なもの

一般のもの・

延長の措置及び通知（同40条2項）

処理期限の特例に関する措置及び通知（同41

条）

審査請求の受理並びに情報公開・個人情報保

護審査会への諮問及び通知（同43条）

審査請求に対する裁決（行政不服審査法45条，

46条， 47条， 49条）

情報公開・個人情報保護審査会の答申と異

なる裁決をするもの

上記以外のもの

権限委任を受けた事業を行う個人情報取扱事

業者に係る報告の徴収及び立入検査に関する

こと （個人情報の保護に関する法律40条1項，

44条1項)。

権限委任を受けた事業を行う個人情報取扱事

業者等からの審査請求に関すること （行政不

服審査法45条， 46条， 47条， 49条)。

’

大
大
大
大

局
局
局

大
部
部
部

臣
長
長
長

臣
臣
臣
臣

’

’

｜
’

I

部局長

部局長

大
大

臣
臣

’

大 臣

部局長

部局長

部局長

大
大
大
大

臣
臣
臣
臣

部局長 大 臣
’

’

大 臣 大 臣

部局長

大 臣

大
大

臣
臣

大 臣 大 臣

特定個人情報保護評価に関すること （行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律27条1項， 2項， 4項)。

部局長 大 臣42

’

I



機密性2完全性2 可用性2

し

構造改革特別区域に関する事項（構造改革特区

法4条8項， 10項， 5条2項， 6条2項， 7条

2項， 8条2項， 9条2項）

地方公共団体からの法令解釈事前確認に対す

る回答

重要なもの

一般のもの

構造改革特別区域計画の認定に関する同意又

は不同意

認定構造改革特別区域計画の変更に関する同

意又は不同意

重要なもの

一般のもの

認定構造改革特別区域計画の認定の取消しに

関する意見の申出

認定を受けた地方公共団体に対する報告の徴

収又は必要な措置の要求

地域再生に関する事項（地域再生法5条14項， 1

8項， 6条2項， 7条2項， 8条2項， 9条， 10

条2項， 3項）

地方公共団体からの法令解釈事前確認に対す

る回答

重要なもの

一般のもの

地域再生計画の認定に関する同意又は不同意

認定地域再生計画の変更に関する同意又は不

同意

重要なもの

一般のもの

認定地域再生計画の認定の取消しに関する意

見の申出

認定を受けた地方公共団体に対する報告の徴

収又は必要な措置の要求

総合特別区域に関する事項（総合特区法12条9

項， 12項， 13条2項， 14条2項， 15条2項, 16

条2項， 17条2項， 35条9項， 12項， 36条2項，

37条2項， 38条2項， 39条2項， 40条2項）

地方公共団体からの法令解釈事前確認に対す

る回答

重要なもの

43

大
大
大

大 臣

部局長

大 臣

臣
臣
臣

大 臣

部局長

大 臣

大
大
大

臣
臣
臣

大部局長 臣

44

大
大
大

大 臣

部局長

大 臣

臣
臣
臣

大
大
大

大 臣

部局長

大 臣

臣
臣
臣

大部局長 臣

45

大大 臣 臣



’

I 機密性2完全性2 可用性2

I

’

部局長

大 臣

大
大

臣
臣

一般のもの

総合特別区域計画の認定に関する同意又は不

同意

認定総合特別区域計画の変更に関する同意又

は不同意

重要なもの

一般のもの

認定総合特別区域計画の認定の取消しに関す

る意見の申出

認定を受けた地方公共団体に対する報告の徴

収又は必要な措置の要求

国家戦略特別区域に関する事項（国家戦略特区

法8条9項， 9条2項， 11条2項）

国家戦略特別区域計画の認定に関する同意又

は不同意

認定国家戦略特別区域計画の変更に関する同

意又は不同意

重要なもの

一般のもの

認定国家戦略特別区域計画の認定の取消しに

関する意見の申出

消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消

費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関するこ

と。

特に重要なもの

重要なもの

’

I

大 臣

部局長

大 臣

大
大
大

臣
臣
臣

部局長 大 臣
’

46

’
大 臣 大 臣

’

大
大
大

大 臣

部局長

大 臣

臣
臣
臣

1

47

大 臣

事務次官

大
大
又

臣
臣
は

’

’

I

事務次官

大 臣

又 は

部局長

一般のもの 官房長

又 は

部局長

地球温暖化対策及びエネルギー使用の合理化に

関すること。

重要なもの

48I

事務次官 大 臣

又 は

事務次官

大 臣

官房長

又 は

部局長

一般のもの 官房長

又 は

部局長

’

’

’



機密性2 完全性2 可用性2

特定秘密の保護に関すること。49

特定秘密の指定，指定の有効期間及び解除等

に関すること。

特定秘密を指定すること （法務省特定秘密

保護規程8条)。

特定秘密の指定の有効期間を延長すること

（同14条)。

特定秘密の指定を解除すること （同18条)。

内閣保全監視委員会等に対する報告に関す

ること （同42条4項， 45条3項)。

特定秘密の提供等の承認（同49条， 51条）

適性評価に関すること。

適性評価実施の承認，評価者に対する告知

大 臣 大 臣

大 臣大 臣

大
大

大
大

臣
臣

臣
臣

大 臣大 臣

部局長

(離評餓顛儲）

大 臣

又 は

部局長

(離評醗餓催）

大 臣

又 は

部局長

(離諦実繊儲）

大 臣評価の認定

苦情の受理及び処理に関すること。

苦情の処理方針の決定

苦情の受理及び処理並びに苦情処理担当者

の指名に関すること。

大 臣

大 臣

又 は

官房長

(苦郁噸儲）

大 臣

官房長

(舗魑責儲）

通報の受理及び処理に関すること。

通報の受理及びその処理並びに通報者の保

護に関すること。

重要なもの

一般のもの

大 臣

大 臣

又 は

官房長

(潔魍貴儲）

大 臣

官房長

(騨拠顔儲）

特定秘密の保護に関すること （上記以外のも

の)。

特定秘密の指定及びその解除並びに適性評

価の実施に関し統一的な運用を図るための

基準（以下「運用基準」 という。）又は法

務省特定秘密保護規程において特定秘密管

大 臣

又 は

部局長

(縦棚管瀦）

部局長

朧雛管瀦）

(箇僻瞭顛儲）



機密性2 完全性2 可用性2

1

理者又は適性評価実施責任者が権限を有す

るものと定められているもの

特定秘密の保護に関する法律，特定秘密の

保護に関する法律施行令，運用基準，上記

規程に掲げられた事項に関するもの

重要なもの

一般のもの

(離評躍顛儲）
｜

’

大 臣

部局長

(縦雛管瀦）

(鮒評醸繊儲）

大 臣

大 臣

又 は

部局長

{縦雛管瀦）

(離評骸繊儲）

l

l

●

’
1

1

’

行政不服審査法の審査請求に関すること （この

別表第一において別に定めるものを除く。)。

審理員の指名及び通知（行政不服審査法9条）

審査請求人の地位の承継に係る許可（同15条

6項）

審査請求書の補正（同23条）

処分の執行停止（同25条2項， 3項， 4項，

7項）

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

処分の執行停止の取消し（同26条）

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

行政不服審査会への諮問及び通知（同43条1

項， 3項）

裁決（同45条， 46条， 47条， 49条）

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

公益通報等への対応並びに公益通報等の通報者

及び相談者の保護に関すること （法務省公益通

報等対応規則（平成30年訓令法務省秘庶訓第1

号))。

法務省公益通報総括責任者の掌理に係る事務

に関すること。

公益通報等に係る受付及び教示並びに通報事

案の送付， 引渡し及び分離・併合並びに統計

50

部局長

部局長

大
大

臣
臣

’

部局長 大 臣
’

大 臣

事務次官

部局長

大
大
大

臣
臣
臣

大 臣

事務次官

部局長

部局長

大
大
大
大

臣
臣
臣
臣

’

1

大 臣

事務次官

部局長

大
大
大

臣
臣
臣

51

布
I

官房長

(錨触鎚雛繊蹄）

龍人事課長

蝿楯公頗髄噸儲）

官房長

(錨舩鏡維願蹄）

額人蕊脹

(錨楯公鶴瀧噸燭
’

’

’



卓剖

機密性2 完全性2 可用性2

の作成・公表に関することのほか，法務本省

公益通報窓口責任者の掌理に係る事務に関す

ること。

外部通報又は準外部通報に係る通報事案の送舗Z識長鯛凶識長

付及び分離・併合に関することのほか，法務鰯噌湘辮癖翻鰯ﾘ釧蝿瀞…）

本省外部通報事務取扱責任者の掌理に係る事

務に関すること。

通報事案に係る受理，事実調査，事実認定， 部局長部局長

措置決定，不措置決定，措置の実施，分離・ 松搬柵願儲） （公蠅郷願儲）

併合及び移送に関することのほか，公益通報

部局責任者の掌理に係る事務に関すること。

前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

副大臣副大臣

大臣政務官大臣政務官

事務次官事務次官

官房長官房長

又 は又 は

部局長部局長

52

(2秘書課）

塔の傍

ヨ1塁調

4 1￥云ｵ劣多百のF

妾なも0

投のも0

凋一 ,‘ ロロ国会提出予定法律案の件名及

期調の提出

本頽字全茎謹言卜両のイセ虚乃71

､F回で

勢イ ．E

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

理大臣への報告及び都道府県知事への通知（交

通安全対策基本法24条1項， 3項， 4項）

部及び局の課長の決裁事項の承諾（法務省行政

文書取扱規則14条2項）

決裁手続の特例に関する定め（同15条3項）

公印印影の印刷の承認（法務省公印規程7条）

法務省の行政の考査に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

行政機関が行う政策の評価に関する法律に定め

る事務に関すること。

重要なもの

一般のもの

事務次官 課 長8

大
課

大
課

臣
長

臣
長

９
，
皿

大 臣

事務次官

官房長

大 臣

事務次官

官房長

12

’

大 臣

官房長

大 臣

大 臣

又 は

官房長

事務次官

官房長

大 臣

’

’

事務次官

官房長

官房長

行政改革の企画・立案に関すること。

機構改正の要求に関すること。

組織関係法令の内閣総理大臣及び総務大臣協議

に関すること。

行政評価・監視に関すること。

重要なもの

一般のもの

３
４
５

１
１
１

I

16

大 臣

官房長

大 臣

大 臣

又 は

官房長

課 長事務分掌及び組織の細目の制定及び改正の承認

（法務省組織関係法令）

無線局の開設等の承認

報道発表等報道対応に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

社会を明るくする運動の実施に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

各種週間行事の実施に関すること。

重要なもの

一般のもの

政府広報に関すること。

官房長

課 長

17

課 長８
９

１
１

事務次官

官房長

課 長

大
官
課

臣
長
長

房

20

大 臣

事務次官

課 長

大
大
課

臣
臣
長

21

事務次官

課 長

長
長

課
課

’

22

Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
！
‐
Ｐ

戸、÷



機密性2 完全性2 可用性2

事務次官

官房長

課 長

長
長
長

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

各種広報宣伝資料等の作成に関すること。

重要なもの

一般のもの

法務省ホームページに関すること。

重要なもの

一般のもの

防災に関すること。

防災業務計画の作成等防災体制の基本的事項

に関するもの

上記以外のもの

重要なもの

課
課
課

23

長
長

官房長

課 長

課
課

24

長
長

官房長

課 長

課
課

25

大 臣大 臣

事務次官

又 は

官房長

課 長

課 長

事務次官

長
長

一般のもの

行政相談に関すること。

情報システムに関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

行政情報化に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

公文書の管理に関する事項

国立公文書館への行政文書の移管（公文書等

の管理に関する法律8条1項，3項）

内閣総理大臣への行政文書の廃棄協議（同8

条2項）

内閣総理大臣への管理状況の報告（同9条1

項）

内閣総理大臣への行政文書管理規則の改正協

議（同10条3項）

上記以外のもの

重要なもの

一般のもの

課
課26

27

事務次官

官房長

課 長

事務次官

官房長

課 長

28

事務次官

官房長

課 長

事務次官

官房長

課 長

29

大 臣

大 臣

官房長

官房長

官房長

官房長

大 臣

大 臣

長
長
は
長

官房長

課 長

官
官
又
課

房
房



’

機密性2 完全性2 可用性2

個人情報ファイルの保有，変更及び終了等に関課 長大 臣

する総務大臣への事前通知（行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律10条1項， 3項）

特定個人情報ファイルの保有，変更及び終了等課 長大 臣

に関する個人情報保護委員会への事前通知（行

政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律29条1項及び30条1項

に読み替えられて適用される行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律10条1項及び3

項）

個人情報ファイル簿の作成，修正及び削除に関課 長大 臣

すること （同11条1項，行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律施行令7条1項， 3

項， 4項）

保有個人情報に関すること。

重要なもの 官房長官房長

又 は

課 長

一般のもの 課 長課 長

再犯防止推進計画の作成及び変更並びに国会へ大 臣大 臣

の報告（再犯の防止等の推進に関する法律第

7条，第10条）

民間協力者の表彰 事務次官大 臣

前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

事務次官事務次官

官房長官房長

又 は又 は

課 長課 長

30

31

’

32

33

’

34
’

35

36

’

(3人事課）

１
２‐

臣，副大臣，大臣政務官及

の事務に関すること。

政官長期在外研究員制度及

究昌帝ll麿等による職員の派

０
０

℃
も

な
の

妥
投

’

X p nZ

｜
’

’

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

次に掲げる職員に対する私事による海外渡航の

承認

事務次官

官房長及び部局長

法務総合研究所長

検事総長

公安審査委員会委員長

公安審査委員会事務局長

公安調査庁長官

職員の配置定員に関すること。

定員の要求に関すること。

定員関係法令の内閣総理大臣への要請に関する

こと。

次に掲げる職員の任免及び懲戒処分に関するこ

と。

事務次官

官房長，政策立案総括審議官，サイバーセキ

ュリティ・情報化審議官，官房審議官，部局長，

部局の課長（部局長を除く。），参事官，民事法

制管理官，刑事法制管理官，国際刑事管理官，

矯正医療管理官，訟務支援管理官及び出入国管

理情報官

法務総合研究所長

矯正研修所長

特別顧問

検察官適格審査会の委員及び予備委員

法制審議会委員

中央更生保護審査会の委員長及び委員

司法試験委員会の委員長及び委員

日本司法支援センター評価委員会委員

検事総長

次長検事

検事長

最高検察庁検事，高等検察庁次席検事及び部

長（東京及び大阪に限る｡），検事正，地方検察

庁次席検事（東京，横浜， さいたま，千葉，大

阪，京都，神戸，名古屋及び福岡に限る。）及

び地方検察庁支部長（立川，川崎，小田原，沼

津，堺，姫路，岡崎及び小倉に限る｡）

法務局長

事務次官 大 臣3

事務次官

官房長

事務次官

長
長
臣

課
官
大

４
５
６

房

大 大 臣臣7



機密性2 完全性2 可用性2
、

矯正管区長

地方更生保護委員会委員長

地方入国管理局長

公安審査委員会の委員長及び委員

公安調査庁長官

大臣の任命権に属する職員（7に掲げる者を除

く。）の任免（分限免職を除く。）及び懲戒処分

（免職を除く。）に関すること。

日本司法支援センターの理事長及び監事の任免

（総合法律支援法24条1項， 2項， 26条1項，

2項， 3項）

日本司法支援センターの理事長及び監事の任免

についての最高裁判所への通知（総合法律支援

法24条6項， 26条5項）

外国人技能実習機構の理事長及び監事の任免(外

国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の

保護に関する法律71条1項， 74条1項， 2項）

公証人の任免（公証人法11条， 15条）

認証審査参与員の任免(裁判外紛争解決手続の利

用の促進に関する法律10条）

難民審査参与員の任免(出入国管理及び難民認定

法61条の2の10）

司法書士試験委員，土地家屋調査士試験委員及

び簡裁訴訟代理等能力認定考査委員の任免(司法

書士法7条2項，士地家屋調査士法7条2項，

司法書士法施行規則11条3項）

刑事施設視察委員会委員，少年院視察委員会委

員及び少年鑑別所視察委員会委員の任免(刑事収

容施設及び被収容者等の処遇に関する法律8条，

少年院法9条，少年鑑別所法8条）

入国者収容所等視察委員会委員の任免(出入国管

理及び難民認定法61条の7の3）

保護司及び人権擁護委員の委嘱及び解嘱に関す

ること （保護司法3条， 12条，人権擁護委員法

6条, 15条)。

検察官事務取扱の命免（検察庁法36条）

日本弁護士連合会外国法事務弁護士登録審査会，

外国法事務弁護士懲戒委員会及び外国法事務弁

護士綱紀委員会の委員及び予備委員の推薦（外

国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別

’

事務次官 大 臣8

大 臣 大 臣9

事務次官 大 臣10

大 臣 大 臣11

事務次官

事務次官

大
大

臣
臣

２
３

１
１

事務次官 大 臣14

課 長 大 臣15

’

I

課 長 大 臣16

’

大
大

課 長

課 長

臣17

臣18

課 長

事務次官

大
大

臣
臣

19

20
’

’



機密性2 完全性2 可用性2

措置法38条3項， 6項， 56条2項， 6項， 58条

4項， 8項）

特定官職への任用についての人事院との協議及

び人事院への報告(人事院規則8－12の18条3

項， 30条2項， 31条）

大臣の任命権に属する職員の旧姓の使用に関す

ること。

障害者雇用の通報に関すること。

8に掲げる職員の分限免職及び懲戒免職（国公

法78条，82条）

検察官の罷免（検察庁法23条）

検察官の給与について必要な準則を定めること。

7及び8に掲げる職員（検察官を除く。）の給

与に関すること。

検察官の給与に関すること｡’

7及び8に掲げる職員以外の職員の給与に関す

ること。

級別定数の改定要求に関すること。

給与改善要求に関すること。

重要なもの

一般のもの

級別定数，昇給号俸数定数及び管理職手当の設

定及び配布等に関すること。

職員の諸手当に関すること。

職員の旅費支給上の相当級の決定に関すること。

7及び8に掲げる職員の訓告等の措置に関する

こと。

重要なもの

一般のもの

公証人の懲戒（公証人法81条）

刑事裁判所に係属中の事件につき懲戒処分を行

うことについて人事院事務総長の承認を求める

こと （国公法85条)。

勤務条件に関する行政措置要求の審査に関する

こと （同86条～88条)。

職員の意に反する不利益処分の審査に関するこ

と （同89条～92条の2）。

検察官調査表の運用及び人事評価の実施に関す

ること （同70条の2～70条の4)。

職員の営利企業への就職等に関すること （同103

大 臣課 長21

大 臣課 長22

大
大

長
臣

臣
臣

課
大

23

24

大
大
大

大 臣

事務次官

課 長

臣
臣
臣

25

26

27

事務次官

課 長

大
課

臣
長

28

29
Ｊ
ｆ
ｌ
ｌ
こ

課 長 課 長30

31

事務次官

官房長

課 長

事務次官

官房長

課 長32

長
長

長
長

課
課

課
課

33

34

35

事務次官

課 長

大 臣

課 長

課 長

課 長

大 臣

事務次官

36

37

課 長官房長

官房長

事務次官

38

課 長39

課 長40

大 臣課 長41



機密性2完全性2 可用性2’

条， 106条の2～106条の4)。

職員の兼業に関すること （同101条, 104条)。
職員の兼職に関すること （消防団員を中核とし

た地域防災力の充実強化に関する法律10条)。

矯正医官の部外診療に関すること （矯正医官の

兼業の特例等に関する法律4条)。

贈与等報告書の写しの国家公務員倫理審査会へ

の送付に関すること （国家公務員倫理法6条)。

株取引等報告書の写しの国家公務員倫理審査会

への送付に関すること （同7条)。

所得等報告書の写しの国家公務員倫理審査会へ

の送付に関すること （同8条)。

職員団体に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

職員の転任に伴う人事記録の移管

特定職員の人事記録の写しの内閣総理大臣への

送付及び追加記載事項の総務省への通知

職員の人事記録事項の証明

職員の表彰（53に掲げる表彰を除く。）及び賞

じゅつ

随時に行う職員の永年勤続表彰

叙位及び叙勲に関すること。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

褒章の申請（褒章条例）

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

位記，勲記，褒章，褒状，表彰状及び賞じゅつ

金の伝達に関すること。

検察官適格審査会及び検察官・公証人特別任用

等審査会に関すること （検察官・公証人特別任

用等審査会公証人分科会に関することを除く。)。

重要なもの

長
長

大
大

課
課

臣
臣

42

43

’

課 長 大 臣44

事務次官

(倫雌督官）

事務次官

(総溌官）

事務次官

(腿監督官）

大 臣45

大 臣46

｜

’

大 臣47

’

48

’ 事務次官

官房長

課 長

課 長

課 長

事務次官

官房長

長
長
長

課
課
課

49

50

長
臣

長
臣

課
大

課
大

51

52

課 長 大 臣53

54

大 臣

事務次官

課 長

大
大
大

臣
臣
臣

55

大 臣

事務次官

課 長

課 長

大
大
大
課

臣
臣
臣
長56

57
’

事務次官 会
又
課
会

長
は
長
長課 長一般のもの

’
’

’
｜
j

l



機密性2完全性2 可用性2

又 は

課 長

58 拝謁，御陪食及び祭棄料下賜に関すること。 事務次官大 臣

59 園遊会及び観桜会の招待者の推薦 事務次官官房長

60 天皇誕生日御宴会の招待及び秋季皇霊祭等の参課 長課 長

列に関すること。

61 司法試験委員会の庶務に関すること。 課 長委員長
又 は

課 長

62 司法試験委員会の諮問及び答申に関すること。 大 臣大 臣

又 は

委員長

63 幹部候補育成課程に関すること

特に重要なもの 大 臣大 臣

重要なもの 事務次官大 臣

一般のもの 課 長官房長

64 前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

事務次官事務次官

官房長官房長

又 は又 は

課 長課 長

(4会計課）

歳入歳出等の見積書類の作製及び財務大

送付（財政法17条2項）

予定経費要求書等の作製及び財務大臣へ

（同20条2項）

予算の移替えについて財務大臣の承認を

こと （同22条6号)。

予算の移用及び流用について財務大臣α

求めること （同33条ただし書き， 2項)。

支払計画及び支出負担行為実施計画に宅

務大臣の承認を求めること （同34条1堰

の2． 1項)。

予備善使用専求調書の作製及び財務大臣

フ〕T

くぽ〕夜〕 I誌

､貝可 影

’4冬

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



ノ

機密性2完全性2 可用性2

閣議決定を要するもの

財務大臣限りのもの

予備費使用調書の作製及び財務大臣への送付(同

36条1項）

歳入歳出決算報告書の作製及び財務大臣への送

付（同37条1項）

国の債務に関する計算書の作製及び財務大臣へ

の送付（同37条1項）

継続費決算報告書の作製及び財務大臣への送付

（同37条3項）

歳出予算繰越計算書の作製及び財務大臣の承認

を求めること （同43条1項)。

歳出予算の繰越についての財務大臣及び会計検

査院への通知（同43条3項）

継続費年割額の逓次繰越についての財務大臣及

び会計検査院への通知（同43条の2．2項）

繰越明許費の翌年度にわたる債務負担について

財務大臣の承認を求めること（同43条の3)。

年度開始前支出について財務大臣の承認を求め

ること （会計法18条1項)。

出納官吏の現金亡失についての財務大臣及び会

計検査院への通知（同42条，予決令115条の2)

会計事務の委任 一

出納官吏に対する弁償命令（会計法43条1項）

歳出予算，継続費の目の区分及び各目の細分に

ついての財務大臣との協議（予決令14条2項）

目的を特定しない議決による国庫債務負担行為

の調書の作製及び財務大臣への送付（同18条1

項）

支払計画及び支出負担行為実施計画の変更につ

いて財務大臣の承認を求めるこ･と （同18条の12

・ 1項， 18条の5． 1項)。

会計機関の委任についての財務大臣との協議(同

26条2項等)

他の各省各庁所属の職員に会計機関を委任する

ことについて当該他の各省各庁の長の同意を求

めること （同26条3項等)。

徴収総報告書及び支出総報告書の作製並びに財

務大臣への送付（同37条， 65条）

支出負担行為事務の委任についての支出官等へ

大
課
課

大
大
大

臣
長
長

臣
臣
臣7
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大
大
大
大

臣 臣8

長
長
長
長
長
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課 臣12
’

大課 臣13

大
大

長課 臣14

長課 臣15

長
長

大課 臣16

大
大
大

課 臣
臣
臣

７
８
９

１
１
１

事務次官

課 長

課 長 大 臣20

課 長 大 臣21

課 長 大 臣22

大課 長 臣23

課 長

課 長

大 臣24

大 臣25
’

’



機密性2 完全性2 可用性2 、

の通知（同38条2項） ・

歳出予算等の支出負担行為担当官に対する示達

及び支出官等への通知（同39条）

支出官等の官職氏名等の通知（同39条の6）

支出事務の委任についての支出負担行為担当官

等への通知（同40条3項）

支出官に対する支払計画の示達（同41条）

前金払及び概算払をすることについての財務大

臣との協議（同57条， 58条）

一般競争参加者に必要な資格の決定及び基本事

項の公示（同72条4項）

最低価格の入札者を落札者としないことについ

ての承認（同89条1項）

次順位者を落札者としたことについての財務大

臣及び会計検査院への通知（同90条）

交換等についての契約を競争に付して行う場合

の落札者の決定に関する財務大臣との協議（同9

1条2項）

指名基準の設定及び財務大臣への通知（同96条

2項）

契約書を作成する必要がないと認定することに

ついての財務大臣との協議(同100条の2． 2項）

検査職員の任命に関する通知（同101条の6．3

項）

他の省庁所属の職員に検査を行わせる場合の通

知（同101条の6･ 3項）

競争に参加させないことができる者についての

財務大臣への通知（同102条2項）

競争参加者の資格等を定めようとする場合の財

務大臣との協議（同102条の3)

指名競争に付し又は随意契約によろうとする場

合の財務大臣との協議（同102条の4）

弁償責任の検定の請求に関する書類の会計検査

院への送付（同115条1項）

予算執行職員に対する弁償命令（予責法4条2

項， 3項）

予算執行職員の違法支出等に関する財務大臣及

び会計検査院への通知（同4条4項）

会計機関の新設又は廃止についての日本銀行へ

の通知（歳入徴収官事務規程55条， 57条等）
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大
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長
長

臣
臣

課
課
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長
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臣
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長
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課
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大
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課 臣33

臣課34

大
大

長
長
長
長
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課 臣360
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事務次官
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‐

課 長 臣45



機密性2完全性2 可用性2

延納の特約に関する財務大臣との協議（国の所

有に属する物品の売払代金の納付に関する法律

4条1項）

国の求償権の有無の判定（国賠法1条2項， 2

条2項）

日額旅費及び旅行手当に関する財務大臣との協

議（旅費法26条2項， 41条2項）

旅費の調整に関する財務大臣との協議（同46条

2項）

旅行命令権の再委任についての承認（法務省所

管旅費取扱規程6条3項）

旅費の特別の取扱いについての承認（同20条）

資格審査の特例についての承認（法務省所管契

約事務取扱規程14条4項）

契約担当官等が定める一般競争参加者の資格に

ついての承認（同23条2項）

指名競争に付すること及び随意契約によること

についての承認（同30条， 35条）

契約書の作成を省略することについての承認(同

39条2項）

監督，検査の兼職の承認（同43条2項）

契約事務の特別の取扱いについての承認（同46

条）

官公需についての中小企業者の受注の確保に関

すること （官公需についての中小企業者の受注

の確保に関する法律4条， 5条， 6条)。

重要なもの

一般のもの

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等

に関すること （国等による障害者就労施設等か

らの物品等の調達の推進等に関する法律5条，

6条， 7条)。

重要なもの

一般のもの

出納官吏の使用する小切手の種類を定めること

（出納官吏事務規程6条ただし書)。

出納官吏事務規程の特例についての財務大臣と

の協議（同10条）

収入官吏の日本銀行への収入金払込期限の特例

を定めること （同19条)。
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機密性2 完全性2 可用性2

保管金政府所得調書の送付先の指定（保管金取

扱規程16条）

収入予定総表及び支払計画予定総表の財務大臣

への送付（支出負担行為等取扱規則2条， 3条）

過年度支出の承認（組織別会計事務章程）

国有財産以外の寄附受納の認可

物品の分類換の命令又は承認（物品管理法5条）

機械及び器具に関するもの

その他のもの

物品の管理換の命令又は承認（同16条）

機械及び器具に関するもの

その他のもの

物品の不用決定の承認（同27条1項）

機械，器具及び美術品に関するもの

その他のもの

物品管理職員に対する弁償命令（同33条1項）

物品使用職員に対する弁償命令（物品管理法施

行令40条）

物品の亡失損傷等についての財務大臣及び会計

検査院への通知（物品管理法32条）

物品増減及び現在額報告書の作成及び財務大臣

への送付（同37条）

物品管理の事務を都道府県の吏員に行わせる場

合の都道府県知事との協議（物品管理法施行令1

0条1項）

異なる会計の間における管理換を有償としない

ことについての財務大臣との協議（同21条3号）

一般に売り払うことを目的とする物品等につい

ての財務大臣との協議（同23条2号）

物品管理事務の分掌を困難とする事情がある官

署で管理する物品についての財務大臣との協議

（物品管理法施行規則44条2号）

災害の発生に際し応急の用に供する物品につい

ての財務大臣との協議（物品管理法施行令47条

2項7号）

物品管理事務の特別の取扱いについての承認(法

務省所管物品管理事務取扱規程46条）

国庫に帰属した物品の庁用組入れについての承

認

物品の無償貸付及び譲与等に関する法律の施行
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長
長

課
課

課
課

65

66

67

長
長

大
課

課
課

臣
長

68

大
課

長
長

課
課

臣
長

69

大
課
大
大

課 長

課 長

事務次官

事務次官

臣
長
臣
臣

70

71

大長
長
長

課 臣72

大 臣課73

大 臣課74

●

Ｉ
‐
長 大 臣課75

大長
長

臣課76

大 臣課77

長 大 臣課78

長
長

長
長
長

課課79

課
大

課80

臣課81



ジ

機密性2 完全性2 可用性2

に関し必要な事項を定めることについての財務

大臣との協議（物品の無償貸付及び譲与等に関

する法律5条2項）

債務者の住所の変更等により債権管理事務を他

の職員に引き継がせること （国の債権の管理等

に関する法律施行令7条)。

債権管理事務の状況の財務大臣への報告（国の

債権の管理等に関する法律9条2項）

債権の強制履行の請求等をしないことについて

の財務大臣との協議（同15条）

国の貸付金（矯正医官修学資金貸与法）を他の

使途に使用させることについての承認（同36条）

履行延期の特約等についての財務大臣との協議

（同38条2項）

債権現在額報告書の作成及び財務大臣への送付

（同39条）

債権管理の事務を都道府県の知事等に行わせる

場合の都道府県知事の同意を求めること （国の

債権の管理等に関する法律施行令6条)。

債権管理簿に記載する時期の特例を定めること

（同8条2号)。

債権の発生又は帰属の通知を省略させること(同

11条2項)。

債権の相殺等を要しない場合を定めること （同2

1条)。

履行延期の特約書に記載する事項を定めること

（同25条2項)。

遅延金を免除することができる範囲を定めるこ

と （同34条2項)。

履行期限を繰り上げた場合に加算して納付させ

る金額についての承認（同37条2項）

履行期限を繰り上げた場合に加算して納付させ

る金額についての財務大臣との協議（同37条3

項）

履行延期の特約についての承認（債権管理事務

取扱規則34条2項）

債権免除についての承認（同39条1項）

歳入金に係る債権の科目の区分についての財務

大臣との協議（同別表第2． 1）

会計に関係のある犯罪が発覚したとき又は現金，
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大
大
大

長 臣課83’

長
長
長

臣課84

臣課85

大 臣課86

｜

大長 臣課87
l
l

長 大課 臣88

長
長
長
長
長
長

長
長
長
長
長
長
長

課 課89

課 課90

課 課91

課 課92

課 課93

課 課94

大課 臣95

長 長課 課96

長
長

長
臣

課
課

課
大

97

98 、

長 大課 臣99

’



機密性2完全性2 可用性2

有価証券その他の財産を亡失したときの会計検

査院への報告（会計検査院法27条）

会計検査院の検定による弁償命令（同32条3項）

会計検査院の会計経理についての是正改善要求

に関すること （同34条)。

会計検査院の審査に係る判定に関すること （同3
5条2項)。

会計検査院の法令，制度等についての改善要求

に関すること （同36条)。

計算証明事務の特別の取扱いについて会計検査

院の承認を求めること （計算証明規則11条)。

会計検査院の懲戒処分要求及び検定に関するこ

と （会計検査院懲戒処分要求及び検定規則)。

予算増額上申に対する査定

重要なもの

一般のもの

本省計画による予算の増額又は物品の管理換

予算増額についての内示

本省の会計実地検査報告に関すること。

本省以外の会計実地検査報告に関すること。

会計の監査（国有財産に関する監査を除く。）

に関すること（法務省会計監査規程7条， 8条，

9条， 11条， 12条)。

重要なもの

一般のもの

基準給与簿の内容についての証明

環境物品等の調達の推進に関する基本方針の案

についての環境大臣からの協議に対する回答(国

等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律6条3項）

環境物品の調達方針の作成及び公表（同7条1

項， 3項）

環境物品の調達実績の概要の公表及び環境大臣

への通知（同8条1項）

車両通行禁止道路通行許可申請（道路交通法8

条）

特別会計財務書類の作成及び財務大臣への送付

(特別会計に関する法律19条1項）

温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の

締結実績の概要の公表及び環境大臣への通知(国
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’
機密性2 完全性2 可用性2

等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮

した契約の推進に関する法律8条1項）

契約に関する統計の作成及び財務大臣への送付課 長

前各号に準ずる事項 大 臣

事務次官

官房長

又 は

課 長

大 臣

大 臣

事務次官

官房長

又 は

課 長
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(5 国際課）

｜
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の’ ヨ1塁浦

翌､.q‐里との協議，

小国研修昌0
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週政府.・国連等からのｲ更宜供与佃

一般のもの

職員の海外出張に

重要なもの

一般のもの

職昌の〃、用旅寒零

’

’
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番号 決 裁 事 項

「

Ｉ

決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

10 職員の海外出張に係る内閣官房長官への協議及事務次官大 臣

び届出

11 独立行政法人国際協力機構の依頼による，職員課 長官房長

の派遣及び委嘱に関すること。 又 は

課 長

12 前各号に準ずる事項 事務次官大 臣

官房長事務次官

又 は官房長

課 長又 は

課 長

(6施設課）

国有財産に関する事務の分掌に係る通知（国窄

財産法9条1項，同法施行令6条1項）

国有財産の管理及び処分に係る協議（同法12条，

14条，法務省所管国有財産事務取扱規程22条）

重要なもの

一般のもの

国有財産の引継ぎ等に係る通知（同令3条1項，
眞冬ヮ頂 Q工百 1q冬 14冬 1Q冬同相窪ヮ4

副
陣
割
、ｌ自

信

灰労

有財産増減及び現在額報告書等の財務大臣へ諺

送付（国有財産法33条， 35条， 36条）

有財産の亡失についての会計検査院への報告語

会計検査院法27条）

舎等使用現況及び見込報告書等の財務局長(財副

大臣）への送付（国の庁舎等の使用調整等に

する特別措置法3条）

舎事情及び宿舎現況の財務大臣への報告（国認

公務員宿舎法6条2項）

舎事務の委任（同7条） 融

定国有財産整備計画要求書の財務大臣への提副

（国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置

施行令5条1項）

務員宿舎の設置要求書類の財務大臣への提出認

国家公務員宿舎法8条の2）

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



１
１
１

機密性2完全性2 可用性2’

施設の整備に関する企画及び経理計画に関する

こと。

重要なもの

一般のもの

営繕計画書の作成並びに財務大臣及び国土交通

大臣への送付（官公庁施設の建設等に関する法

律9条）

国士交通大臣の行う営繕等についての協議及び

依頼（同10条）

東京都区部における庁舎の新築又は使用につい

ての国士交通大臣への通知（多極分散型国土形

成促進法4条5項）

工事の基本設計に関すること。

重要なもの

一般のもの

会計の監査に関すること （国有財産に関する監

査に限る｡） （法務省会計監査規程7条， 8条，

9条， 12条)。

重要なもの

一般のもの

統一的管理財産に関する管理者の指定（法務省

所管国有財産事務取扱規程3条2項）

重要なもの

一般のもの

国有財産の管理及び処分に係る承認（同規程7

条， 8条， 9条， 12条， 13条， 14条， 17条， 18

条， 19条， 20条， 21条）

重要なもの

一般のもの

前各号に準ずる事項

11

’

12

13

14

15

、

16

’

17

18

19

’

(7厚生管理官）

’ ’ ｜ ’ ’珊自1Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
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■
ｌ
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Ｐ
ｂ
‐
０
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｑ
１
Ｉ
１
■
Ⅱ
１
１
１
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番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

国家公務員健康増進等基本計画等に基づく報管理官大 臣

告等

上記以外のもの 管理官管理官

職員の保健及び安全保持に関すること。

人事院規則等に基づく報告等 管理官大 臣

本省における健康管理者及び安全管理者の指管理官事務次官

名の通知

上記以外のもの 管理官管理官

次に掲げる職員の災害補償の認定に関すること。大 臣大 臣

事務次官

検事総長

次長検事

検事長

公安審査委員会の委員長及び委員

大臣の任命権に属する次に掲げる職員の災害補事務次官大 臣

償の認定に関すること。

官房長，官房審議官及び部局長

法務総合研究所長

矯正研修所長

委員，顧問その他これらに準ずる非常勤職員

中央更生保護審査会の委員長及び委員

最高検察庁検事，高等検察庁次席検事，検事

正

法務局長

矯正管区長

地方更生保護委員会委員長

地方入国管理局長

公安調査庁長官

大臣の任命権に属する職員（3及び4に掲げる官房長大 臣

者を除く。）の災害補償の認定に関すること。

委任を受けた任命権者の任命権に属する職員の 管理官大 臣

災害補償の認定に関すること。

職員の災害補償の実施に関すること。 管理官大 臣

前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

事務次官事務次官

官房長官房長

又 は又 は

管理官管理官

2

3

4

5

6

７
８

(8 司法法制部）



Ｆ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

ｊ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

機密性2 完全性2 可用性2

’

1

里妥なもの

一般のもの

内外の法令の整備及び編さんに

法務に関する資料（法務年鑑等

偏さん及び刊行に関すること。

法制審議会の諮問及び答申に蔭

畢括灰･巨

郡 信
Ｅ
長
長
信

吹
。

’

議会の部会の会謁

議会の部会分科台

1

の会冒義てり

会図書館支部法務図書鯛

法務に閨する統計の轄備．改善

一般統計調査の実施に関する総務大臣への承認部 長

申請（統計法19条）

径済センサス基礎調査の実施に関すること （経部 長

斉センサス基礎調査規則)。

登録免許税納付額の財務大臣への通知（登録免部 長

許税法32条）

日本司法支援センターの資本金の増加に関する事務次官

認可（総合法律支援法17条2項）

日本司法支援センターの監事からの意見内容の部 長

最高裁判所への通知（同23条9項）

日本司法支援センターの業務方法書，法律事務事務次官

取扱規程及び国選弁護人の事務に関する契約約

款の変更の認可並びに変更命令（同34条1項，

6項， 35条1項， 3項， 36条1項， 4項）

日本司法支援センターの業務方法書，法律事務部 長

取扱規程及び国選弁護人の事務に関する契約約

款の変更の認可に係る最高裁判所及び評価委員

1

’

1

’
1

、

’

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2完全性2 可用性2

会への事前意見聴取（同34条3項， 35条3項， 3

6条4項）

日本司法支援センターの業務方法書，法律事務

取扱規程及び国選弁護人の事務に関する契約約

款の変更の認可後の最高裁判所への通知（同34

条4項， 35条3項， 36条4項）

日本司法支援センターの中期目標の設定及び変

更（同40条1項）

日本司法支援センターの中期計画の認可，変更

認可及び変更命令（同41条1項， 5項）

日本司法支援センターの中期目標期間終了時の

検討及び所要の措置（同42条1項）

日本司法支援センターの中期目標の設定・変更，

中期計画の認可及び中期目標期間終了時の検討

に係る最高裁判所及び評価委員会への事前意見

聴取（同40条3項, 41条3項, 42条3項）

日本司法支援センターの中期目標の設定・変更

後， 中期計画の認可後及び独立行政法人評価制

度委員会からの勧告受理に係る最高裁判所への

通知（同40条4項， 41条4項， 42条6項）

日本司法支援センターの財務諸表，剰余金の使

途，積立金の処分の承認（同44条1項， 45条3

項， 46条1項）

日本司法支援センターの短期借入金に関する認

可（同47条1項， 2項）

日本司法支援センターの財務諸表等の承認，短

期借入金に関する認可に係る評価委員会への事

前意見聴取（同44条3項， 45条4項， 46条3項，

47条4項）

日本司法支援センターの会計監査人の選任及び

解任（同48条の規定により準用される独立行政

法人通則法（以下「準用通則法」 という。） 40

条， 43条）

日本司法支援センターの政府出資等に係る不要

財産の国庫納付等の認可(総合法律支援法47条の

2． 1～3項）

日本司法支援センターによる不要財産処分の認

可に係る評価委員会への事前意見聴取(同47条の

2．5項， 47条の3． ．6項）

日本司法支援センターの地方公共団体出資に係

部 長 大 臣17

〆

）

大
大
大

大 臣 臣18

事務次官 臣19

大 臣 臣20

部 長 大 臣21

大部 長 臣22

部 長 大 臣23

事務次官

部 長

大 臣24

大 臣25

事務次官 大 臣26

事務次官 大 臣27

部 長 大 臣28

事務次官 大 臣29



’

’ 機密性2完全性2 可用性2

I

る不要財産の払戻しの認可(同47条の3． 1項）

日本司法支援センターの余裕金の運用に係る金

融商品の指定（準用通則法47条）

日本司法支援センターの重要な財産の処分等の

認可（総合法律支援法47条の4． 1項）

日本司法支援センターの重要な財産の処分等の

認可に係る評価委員会への事前意見聴取（同47

条の4．2項）

日本司法支援センターの役員報酬等の支給基準

の受理に係る評価委員会への通知（同28条の2

・ 1項）

日本司法支援センターに対する報告徴求，立入

検査（準用通則法64条1項）

日本司法支援センターに対する違法行為等の是

正措置（総合法律支援法42条の2． 1項）

認可をしようとするとき等の財務大臣との協議

（同49条）

評価委員の任命（総合法律支援法施行令1条1

項）

日本司法支援センターによる不要財産の国庫納

付等の手続における財務大臣への通知(同19条2

項， 21条2項， 24条3項）

日本司法支援センターが取得しようとする償却

資産に関する指定（総合法律支援法施行規則16

条1項）

日本司法支援センターが保有し又は取得しよう

としている有形固定資産に係る除去費用等に関

する指定(同17条）

日本司法支援センターの経理における共通経費

の配賦基準の承認（同18条）

日本司法支援センターによる不要財産の払戻し

の催告の手続における財務大臣への通知(同29条

2項）

日本司法支援センターが行う譲渡差額を損益計

算上の損益に計上しない譲渡取引に関する指定

(同33条）

日本司法支援センターが不要財産を譲渡したと

きに国庫納付又は出資者に払戻しすべき金額を

算定するために法務大臣が定める額の決定(平成

22年法務省告示591号， 592号）

事務次官

事務次官

部 長

大 臣30

大 臣31
I

大 臣32

部 長 大 臣33

部 長

事務次官

大 臣34’

大
大
大
大

臣35

部
大
部

長 臣36

臣 臣37

長 臣38

部 長 大 臣39

部 長 大 臣40

部
部

大長
長

臣41

大 臣42

部 長 大 臣43

部 大長 臣44

l
l

1

’



機密性2 完全性2 可用性2

日本司法支援センター運営費交付金及び国選弁部 長大 臣

護人確保業務等委託費の取扱いに関すること。

日本司法支援センターの長期借入金に関する認事務次官大 臣

可（東日本大震災の被災者に対する援助のため

の日本司法支援センターの業務の特例に関する

法律4条1項， 2項）

日本司法支援センターの長期借入金に関する認部 長大 臣

可に係る評価委員会への事前意見聴取（同4条
3項）

総合法律支援に関すること。

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 部 長部 長

弁護士法第5条による弁護士の資格の認定に関

すること。

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 部 長大 臣

外国法事務弁護士となる資格の承認，特定外国

法の指定その他の外国法事務弁護士に関するこ

と。

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 部 長大 臣

債権管理回収業の許認可及び監督に関すること。

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 部 長大 臣

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律

の規定による民間紛争解決手続の業務の認証に

関すること。

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 部 長大 臣

前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

事務次官事務次官

官房長官房長

又 は又 は

部 長部 長

45

46

47

48

49

50

51

52

53

(9 民事局）

’ ’1

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



’

機密性2 完全性2 可用性2

に付議する事項 は
長
臣
臣
臣
長
臣
臣

又
会
大
大
大
局
大
大

「

I

公証人の公務等の兼職許可（公証人法5条）

公証事務取扱法務事務官の指定（同8条）

公証人の員数の決定（同10条2項）

公証人役場設置地の指定（同18条）

公証人の職務停止命令（同83条2項）

公証人会及び日本公証人連合会並びに公証人合

同役場の設立の認可（公証人法施行規則45条1

項， 51条， 53条， 55条1項）

公証人会及び日本公証人連合会の会則変更並び

に公証人合同役場の規約変更の認可（同45条3

項， 53条， 55条3項）

登記簿等の公開に関する事務についての競争の

導入による公共サービスの改革に関する法律の

規定による付議，決定，通知及び公表（競争の

導入による公共サービスの改革に関する法律14

条1項， 5項， 6項， 7項， 15条， 20条2項， 2

1条2項， 3項， 22条3項， 4項， 26条1項， 4

項， 27条1項， 2項， 33条の2． 7項）

滅失した戸籍簿及び除籍簿の再製に関する処分

及び告示（戸籍法11条， 12条2項）

戸籍法第118条の規定による市区町村長の指定及

び告示

市町村戸籍吏員の表彰

国籍取得の届出で領事官を経由するものに関す

ること （国籍法3条1項， 17条2項，国籍法及

び戸籍法の一部を改正する法律（昭和59年法律

第45号）附則5条1項， 6条1項，国籍法の一

部を改正する法律（平成20年法律第88号）附則

2条1項， 4条1項， 5条1項)･

帰化の許可（国籍法4条2項）

重要なもの

一般のもの

国籍離脱の届出で領事官を経由するものに関す

ること （同13条1項)。

国籍の選択の催告に関すること （同15条1項，

2項)。

国籍喪失の宣告に関すること （同16条2項， 3

項， 4項)。

局 長

局 長

大 臣

局 長

大 臣

事務次官

２
３
４
５
６
７

事務次官 大 臣8

局 長 大 臣9

’

局 長 大 臣10

局 長 大 臣11

事務次官

局 長

大
局

臣
長

２
３

１
１

’

14

大
局
局

大
大
局

臣
長
長

臣
臣
長15

大局 長 臣16

大 臣 大 臣17

I

｜



機密性2完全性2 可用性2

国籍喪失報告に関すること（戸籍法105条1項)。

解散団体の財産の管理及び処分に関すること。

後見登記等に関する事務をつかさどる登記所の

指定（後見登記等に関する法律2条)

登記所の事務停止命令（後見登記等に関する政

令2条）

登記ファイルの記録が滅失した場合における登

記の回復に必要な処分の命令（同3条）

管轄登記所の指定（不動産登記法6条2項等）

登記所の事務停止命令（同8条，商業登記法3

条）

共同担保目録及び信託目録並びに登記事項証明

書の作成に係る事務について，不動産登記規則

別記第5号及び第7号から第10号までを適用

する指定及び告示（不動産登記規則等の一部を

改正する省令（平成20年法務省令62号）附

則3条1項・2項）

電子情報処理組織により取り扱う事務の指定及

び告示（不動産登記法附則3条1項， 2項）

電子情報処理組織により取り扱う事務の指定及

び告示（船舶登記令等の一部を改正する政令（平

成20年政令249号） 2条2項・ 3項， 4条

2項・ 3項）

電子情報処理組織を使用する方法により登記の

申請をすることができる登記手続の指定及び告

示（不動産登記法附則6条1項， 2項）

電子情報処理組織を使用する方法により登記事

項証明書の請求をすることができる登記所の指

定及び告示（不動産登記規則附則17条1項， 2

項）

電子通信回線を使用して登記情報を提供する登

記所の指定及び告示（電気通信回線による登記

情報の提供に関する法律2条1項， 2項）

信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律の施行に伴う経過措置を定める政令第1条

第1項及び第2項の規定による事務の指定及び

告示

登記事務を迅速かつ適正に処理する体制の確立

に必要な施策に関する法制審議会からの意見聴

取（電子情報処理組織による登記事務処理の円

長
長
長

長
長
臣

局
局
局

局
局
大

18

19

20

大大 臣 臣21

大長局 臣22

長
臣

大
大

局
大

臣
臣

23

24

大長局 臣25

長
長

大
大

局 臣26

局 臣27

大長 臣局28

大長 臣局29

大長 臣局30

大長 臣局31

事務次官 大 臣32



機密性2完全性2 可用性2

滑化のための措置等に関する法律5条2項）

公共嘱託登記司法書士協会の設立の許可又は定

款の変更の認可についての日本司法書士会連合

会からの意見聴取（司法書士法施行規則47条）

公共嘱託登記士地家屋調査士協会の設立の許可

又は定款の変更の認可についての日本土地家屋

調査士会連合会からの意見聴取（土地家屋調査

士法施行規則45条）

日本司法書士会連合会の会則についての認可(司

法書士法64条）

司法書士会の会則についての認可（同54条1項）

司法書士会の会則認可についての日本司法書士

会連合会からの意見聴取（同54条2項）

司法書士資格の大臣の認定（同4条2号）

司法書士に対する懲戒処分に関する執行停止申

立てに関すること （行政不服審査法34条)。

司法書士に対する懲戒処分に関する審査請求に

関すること （同40条)。

司法書士試験の実施及び試験合格者の決定（司

法書士法6条）

司法書士の登録事務に関する報告等の徴収等(同

19条）

司法書士の登録を拒否された場合の審査請求に

対する相当な処分の命令（同12条3項）

司法書士の登録審査会委員の承認（同67条5項）

司法書士試験委員に関すること （同7条2項)。

日本司法書士会連合会に対する諮問及び同連合

会からの建議に関すること （同65条)。

司法書士の簡裁訴訟代理等関係業務に関する研

修の指定（同3条2項1号）

司法書士の簡裁訴訟代理等関係業務に関する大

臣の認定（同3条2項2号）

司法書士の簡裁訴訟代理等関係業務に関する研

修の報告等の徴収等（同3条4項）

日本土地家屋調査士会連合会の会則についての

認可（土地家屋調査士法59条）

土地家屋調査士会の会則についての認可（同49

条1項）

士地家屋調査士会の会則認可についての日本士

地家屋調査士会連合会からの意見聴取（同49条

’

局 長 大 臣33

局 長 大 臣34

事務次官 大 臣35

大
大

長
長

臣
臣

局
局

36

37

’
長
長

大
大

臣
臣

局
局

38

39’

事務次官

事務次官

大
大
大

臣40

臣41’

局 長 臣42

大局 長 臣43

局 長

局 長

事務次官

大
局
大

臣
長
臣

44

45

46

事務次官

事務次官

大 臣47

大
大

臣48

局 長 臣49

事務次官

局 長

大 臣50

大
大

臣51

’ 局 長 臣52

I

’
’



機密性2 完全性2 可用性2

2項）

土地家屋調査士資格の大臣の認定（同4条2号）

土地家屋調査士に対する懲戒処分に関する執行

停止申立てに関すること(行政不服審査法34条)。

土地家屋調査士に対する懲戒処分に関する審査

請求に関すること （同40条)。

土地家屋調査士試験の実施及び試験合格者の決

定（土地家屋調査士法6条）

士地家屋調査士試験の免除に関する大臣の認定

（同6条5項3号）

土地家屋調査士の登録事務に関する報告等の徴

収等（同19条）

土地家屋調査士の登録を拒否された場合の審査

請求に対する相当な処分の命令（同12条3項）

土地家屋調査士の登録審査会委員の承認（同62

条5項）

土地家屋調査士試験委員に関すること （同7条

2項)。

日本土地家屋調査士会連合会に対する諮問及び

同連合会からの建議に関すること （同60条)。

経営力向上計画の事業分野別指針の策定に関す

ること （中小企業等経営強化法第12条)。

経営力向上計画の認定に関すること （中小企業

等経営強化法第13条,14条)。

登録簿等の滅失のおそれがある場合の必要な処

分の命令（鉱害賠償登録令11条）

登記記録が滅失した場合における登記の回復に

必要な処分の命令（不動産登記法13条）

登録簿が滅失した場合における登録の回復に関

する告示（鉱害賠償登録令10条）

印鑑証明書の提出を要する登記所の指定（不動

産登記規則48条1号）

登記簿が滅失した場合における登記の回復に必

要な処分の命令（商業登記法8条）

不動産登記法の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律第53条第2項の規定による事務の指

定及び告示

商業登記法第49条第1項の規定による登記所の

指定及び告示

商業登記規則第36条各項の規定による電磁的記

長
長

大
大

局
局

臣
臣

53

54

事務次官

事務次官

局 長

大 臣55

大
大
大
大

臣56

臣57

局 長 臣58

局 長 臣59

大局 長 臣60

局 長

事務次官

長局61

大
大

臣62

長
長
長
長
長
長
長
長

臣局63

大 臣局64

大 臣局65

大 臣局66

大
大

臣局67

臣局68

大 臣局69

大 臣局70

大長
長

臣局71

大 臣局72



’

機密性2完全性2 可用性2’

’

録の方式等の指定及び告示

旧会社更生法第194条等に定める法務大臣の権限

を行う職員の指定及び取消し

手形交換所の指定，変更及び廃止（手形法83条，

小切手法69条）

商業登記法第12条の2第1項の規定による登記

所の指定及び告示

電子証明書による証明の請求方式の指定及び告

示（商業登記規則33条の6）

電子認証登記所登記官の電子証明書の方式の指

定及び告示（同33条の8）

電子証明書の使用休止の届出方式の指定及び告

示（同33条の13）

電子証明書に係る商業登記法第12条の2第8項

の規定による証明等の請求方式の指定及び告示

（同33条の15）

動産譲渡登記及び債権譲渡登記に関する事務を

つかさどる登記所の指定（動産及び債権の譲渡

の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律

5条1項）

登記所の事務停止命令（動産・債権譲渡登記令

2条）

登記ファイルが滅失した場合における登記の回

復に必要な処分の命令（同3条）

動産・債権譲渡登記令第7条第3項の規定に基

づく電磁的記録媒体への記録方式の指定及び告

示（同7条3項， 4項）

社債等登録機関の指定，変更，廃止及び告示（社

債等登録法施行令1条， 67条）

振替業を営む者の指定及びその取消し（社債，

株式等の振替に関する法律3条1項， 22条1項）

長
長
長
長
長
長
長

大 臣局73

大
大
大
大
大

臣局74
’

臣局75

臣局76

臣局77

臣局78

’ 大 臣局79

大長 臣局80

大 大臣 臣81
’

長
長

大
大

臣局82

局 臣83

長 大 臣局84

金融庁長官

大 臣

総理大臣

又 は

大 臣

総理大臣

財務大臣

大 臣

金融庁長官

又 は

大 臣

金融庁長官

大 臣85

’

振替機関に係る認可，承認等（同6条1項， 9

条1項， 17条等）

長局86

’

i

’

’



機密性2完全性2 可用性2

財務大臣

大 臣

総理大臣

財務大臣

大 臣

金融庁長官

財務大臣

大 臣

金融庁長官

財務大臣

大 臣

総務大臣

経済産業大臣

加入者保護信託契約締結の認可（同57条） 大 臣87

加入者保護信託に係る認可，許可等（同55条2

項， 65条）

長局88

外国口座管理機関の指定，変更，取消し及び公

示（同44条1項13号， 口座管理機関に関する命

令3条， 5条， 6条）

特定認証業務の認定（更新及び変更の認定を含

む｡），廃止及び認定の取消し並びにこれらに関

する告示（電子署名及び認証業務に関する法律

4条等)。

指定調査機関の指定（指定の更新及び変更を含

む｡），業務の体廃止の許可，指定の取消し及び

業務の停止並びにこれらに関する告示並びに調

査業務規程及び指定調査機関が行う調査に係る

手数料の額の認可（変更の認可を含む｡） （電子

署名及び認証業務に関する法律17条等）

供託事務を取り扱う出張所の指定及び廃止（供

託法1条，法務局及び地方法務局組織規則46条

2項）

供託物品を保管すべき倉庫業者又は銀行の指定

及び廃止（供託法5条）

供託規則第13条の3第1項の規定に基づく電磁

的記録媒体への記録方式の指定及び告示（供託

規則13条の3 ． 1項, 3項）

供託規則第13条の3第2項の規定に基づく電磁

的記録媒体の構造の指定及び告示（供託規則13

条の3．2項， 3項）

供託規則第16条第2項の規定に基づく証票の指

定及び告示（供託規則16条2項， 3項）

現金を取り扱う供託所の指定及び廃止（供託規

則20条1項）

ヘーグ国際私法会議，私法統一国際協会，国際

連合等国際機関に関すること。

重要なもの

一般のもの

電子債権記録業を営む者の指定及びその取消し

長局89

長局90

長 大 臣

総務大臣

経済産業大臣

局91

長 大 臣局92

長 大 臣

大 臣

局93

長局94

大 臣長局95

長
長

大 臣局96

大 臣局97

98

事務次官

局 長

大 臣

事務次官

局 長

大 臣99



’
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機密性2 完全性2 可用性2

等（電子記録債権法51条1項， 75条1項）

電子債権記録機関に係る認可，承認等（同58条

1項， 69条1項, 70条, 71条等）

電子公告調査を行う者の登録及びその取り消し

等（会社法944条， 954条等）

休眠会社，休眠一般社団法人又は休眠一般財団

法人のみなし解散の公告に関すること （会社法4

72条1項，一般社団法人及び一般財団法人に関

する法律149条1項， 203条1項)。

前各号に準ずる事項

局 長｜大 臣100

局 長｜大 臣101’

局 長｜大 臣102

大 臣

事務次官

又 ・ は

局 長

大 臣

事務次官

又 は

局 長

103

1

(10刑事局）
’

I

型会の会期前に逮孫

通知（国会法34条の

ヨ会の会期前に逮推

期中に勾留期間の延

知（同24冬の， 。 ，

’

’

長の裁判か西

貢､

没のもの

犯罪人の引抵

頁， 4項， 18条，

34条．国際刑事潟I8

去り一

20条1唄

4項， 6項

104_ 31=

I5条1項，

4項， 27条
41百､

禾
冬
不
越

０
４
《

‘ ｜国産駕墓急雪

’

’

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

に関する法律3条， 5条， 14条5項， 6項， 15

条， 16条， 19条， 20条1項， 3項，組織的犯罪

処罰法61条， 64条の2．2項， 3項， 73条，国際

刑事裁判所に対する協力等に関する法律5条2

項， 6条, 11条～14条, 16条, 17条,18条1項，

39条， 47条)。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

死刑執行命令に関すること （刑事訴訟法475条1

項， 479条)。

検察庁事務章程に基づく承認又は指定（検察庁

事務章程10条6項～8項， 28条1項， 2項）

重要なもの

一般のもの

検察庁と中央官庁，在外公館又は外国官庁との

間における往復文書の処理（同27条）

各種事務規程に基づく特別取扱いの許可（事件

事務規程172条1項, 192条，執行事務規程59条

1項，証拠品事務規程102条1項， 103条1項， 1

04条1項, 105条1項，徴収事務規程70条1項，

犯歴事務規程21条1項，記録事務規程34条1項）

傷病給付等の給付に関する裁定（証人等の被害

についての給付に関する法律9条1項）

特別給付金の支給の決定に関すること （死刑再

審無罪者に対し国民年金の給付等を行うための

国民年金の保険料の納付の特例等に関する法律

3条，死刑再審無罪者に対し国民年金の給付等

を行うための国民年金の保険料の納付の特例等

に関する法律に基づく特別給付金の支給に関す

る省令6条， 7条)。

刑事参考記録等の指定（刑事確定訴訟記録法9

条，同法施行規則15条）

刑事関係報告規程による報告の受理（刑事関係

報告規程6条）

鑑定医に対する法務大臣感謝状の贈呈

前各号に準ずる事項

大
局
局
大

大
大
局
大

臣
長
長
臣

臣
臣
長
臣7

8

事務次官 長
長
長

局
局
局

長
長

局
局9

長 長局 局10

大 大 臣臣11

大 大 臣臣12

長長 局局13

長局14
－

事務次官

大 臣

事務次官

又 は

局 長

大 臣

大 臣

事務次官

又 は

局 長

５
６

１
１
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機密性2 完全性2 可用性2
1

(11矯正局）

正彰

教調師及

協力功労

期間の伸

昌の研修

畢ｵ労次･目

事務次官

承認(矯局 長

’

1

｜

’ 1H･ｲP 弥α

こ陸
’

波収容者菜代の指定 局 長

矯正管区における警備及び救援に関する計画の局 長

承認（矯正施設警備救援規程4条）

波収容者の不服申立て（告訴，人権侵犯申告， 局 長

訴訟等）に関すること （矯正緊急報告規程，矯

正定期報告規程)。

矯正施設における事故報告の受理（矯正緊急報局 長

告規程，矯正臨時報告規程）

事件送致等報告の受理（矯正定期報告規程） 局 長

管区機動警備隊等の動員報告の受理（矯正緊急局 長

報告規程）

小型武器の使用報告の受理（矯正緊急報告規程） 局 長

受刑者の管区外移送 局 長

受刑者の保安上移送 局 長

園際晋刑者移咲に関すること （国際蜑刑者移洪

’

采． b乗△ ノ歪

層， 30条， 33朱～36条

4項， 43条， 46条，

愉行損目ll l4_ 18=:

‘ |収壽葦菖藤定及１

１

１

１

の報告の警理｜局 長

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2完全性2 可用性2

（矯正臨時報告規程）

派閥関係受刑者の収容状況報告の受理（矯正定

期報告規程）

死刑確定者についての報告の受理（矯正緊急報

告規程，矯正定期報告規程，矯正臨時報告規程）

外部事業所に係る認可（受刑者等の作業に関す

る訓令17条2項）

作業表彰施設の決定（刑事施設の刑務作業表彰

に関する訓令）

矯正展の実施

作業計画の決定（刑務作業の事務取扱いに関す

る訓令8条）

刑務所作業提供事業費補助金交付に関する定め

（刑務所作業提供事業費補助金交付要綱）

職業訓練の実施（受刑者等の作業に関する訓令

8条）

矯正医官修学生の修学資金貸与等に関すること。

矯正医官修学生の貸与申請書の提出期限等の

決定及び返還債務の免除の承認等（矯正医官

修学資金貸与法等）

上記以外のもの

覚せい剤施用機関の指定に関する厚生労働大臣

との協議（覚せい剤取締法35条）

国の開設する病院又は診療所の開設，休止，廃

止，管理者の変更，開設後の使用承認等に関す

ること （医療法7条， 9条等)。

感染症患者発生及び被収容者死亡についての報

告の受理（矯正緊急報告規程，矯正臨時報告規

程）

矯正管区長がその管轄区域内の刑事施設等の一

部について，異なる処遇区分を指定することの

認可（受刑者の集団編成に関する訓令7条3項）

救護施設の指定申請に関すること （学校及び救

護施設指定取扱規程23条)。

矯正施設が理容師又は美容師の養成施設の指定

を受けること。

実地監査の実施及び報告に関すること （刑事収

容施設及び被収容者等の処遇に関する法律5条，

少年院法6条，少年鑑別所法5条，婦人補導院

法20条)。

長
長

局17 －

局18 －

長 長局 局19

大 大臣 臣20

大
局

大
局

臣
長

臣
長

21

22

大 大臣 臣23

長 長局 局24

25

長 大局 臣

長
長

長
臣

局
局

局
大26

長 大局 臣27

長局28 －

長 局 長局29

長
長

局 長局30

局 長局31

32
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機密性2完全性2 可用性2

事務次官重要なもの

一般のもの

刑務官の指定（刑事収容施設及び被収容者等の

処遇に関する法律13条1項）

刑事施設の長の措置に関する執行停止（同162条

3項の規定により準用される行政不服審査法25

条2項）

刑事施設の長の措置に関する再審査の申請に対

する裁決（刑事収容施設及び被収容者等の処遇

に関する法律162条3項の規定により準用される

行政不服審査法46条1項本文及び2項（2号を

除く。）， 47条（ただし書及び2号を除く。）， 64

条1項～3項）

重要なもの

一般のもの

刑事施設の職員による行為に関する法務大臣に

対する事実の申告に対する通知及び通知に伴う

措置（刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関

する法律165条3項の規定により準用される同法

164条1項， 2項及び4項)。

重要なもの

一般のもの

刑事施設の長の措置その他自己が受けた処遇に

関する法務大臣に対する苦情の申出の処理の結

果の通知に関すること （同166条3項)。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

少年院の長の措置その他自己が受けた処遇に関

する法務大臣に対する救済の申出に対する法務

大臣の措置及び処理の結果の通知に関すること

（少年院法126条)。

特に重要なもの

重要なもの

一般のもの

少年鑑別所の長の措置その他自己が受けた観護

処遇又は鑑別に関する法務大臣に対する救済の

申出に対する法務大臣の措置及び処理の結果の

通知に関すること （少年鑑別所法115条)。

特に重要なもの

一
一

長
長

局
局 大 臣

’

33

長 大 臣局34
’

35

’

大
局

大
大

臣
長

臣
臣

36

大
局

大
大

臣
長

臣
臣

37

大 大
大
大

臣 臣
臣
臣

事務次官

局 長

’

38

大 臣

事務次官

局 長

大
大
大

臣
臣
臣

39

大 臣 大 臣

｜
】

’

’



－

機密性2 完全性2 可用性2

重要なもの

一般のもの

前各号に準ずる事項

事務次官

局 長

大 臣

事務次官

又 は

局 長

大 臣

大 臣

大 臣

事務次官

又 は

局 長

40

(12保護局）

秀次･巨

拝

外のも0

険Aの胃

主保護も

まま死亡

主保護温

主保護穆
生〃画壁畢

毬同文』Lしようと~ヲ0百刀則疋獄/i、

た場合の定款の補充（同13条）

の定款の変更の認可（同27条1堰

の仮理事の選任（同18条の3）

の鯉散の認可又は認定（同31条

昆謹法人の残余財産のﾘ帯属者の認

農護法人の合併の認可（同34条｜

畏講法人に対する改善命令（同4

重要なもり

一般のも0

更生保護法／
富I卜令今形7

雪命令に

犀職勧告

る場合α

ぴ当事岩

古
脂

國夫u （|ﾛ｣41余

蚕洋」ロ李汁M 唐又は収益事業の停止筒

番号 決 裁 事 項

、．

決裁者 文書施行

名義者



’

機密性2 完全性2 可用性2

’

令（同42条）

更生保護法人の解散命令（同43条）

更生保護法人に対する報告徴求，立入検査（同4

4条1項）

継続保護事業の経営認可及び条件の付与（同45

条， 46条2項）

継続保護事業に係る認可事項の変更の許可（同4

7条1項）

継続保護事業の廃止時期の承認（同47条3項）

認可事業者に対する適合命令（同53条）

重要なもの

一般のもの

認可事業者に対する更生保護事業経営の制限命

令，停止命令，継続保護事業経営認可の取消し

（同54条1項～3項）

認可事業者，届出事業者，その他の事業者に対

する報告徴求，立入検査（同55条1項， 56条の

2． 1項， 57条の2． 3項）

認可事業者，届出事業者に対する助言，指導又

は勧告（同56条,．56条の2． 1項）

届出事業者，その他の事業者に対する更生保護

事業経営の制限命令，停止命令（同56条の2．

2項～4項， 57条の2． 1項， 2項）

更生保護委託費支弁基準の財務大臣との協議(更

生保護法87条1項）

更生保護事業法第59条に掲げる事項に関する中

央更生保護審査会からの意見聴取（更生保護事

業法59条）

更生保護事業を営み又は営もうとする者の寄附

金募集の許可及び寄附金の使途についての条件

の付与（同60条1項， 2項）

保護司の選考に関すること。

更生保護事業の監督及び助長に関すること。

重要なもの

一般のもの

共助刑の執行の減軽又は免除に関すること （国

際受刑者移送法25条2項)。

大会等の開催

全国更生保護大会

保護司等中央研修会

大
局

大
大

臣
臣

臣
長

４
５

１
１

大
大
大

大 臣 臣16

局 長 臣17

局 長

事務次官

臣８
９

１
１

大
大
大

臣
臣
臣

長
臣

局
大20’

長 大局 臣21

’

大
大

長局 臣22

大 臣 臣23

長 大局 臣24

大 大臣 臣25

長 大局 臣26

長 長局 局27

28

事務次官

局 長

大 臣

長
長
臣

局
局
大29

30

大
局

長
長

臣
長

局
局

｜
I

1
1



機密性2完全性2 可用性2

更生保護制度の調査研究資料の作成

中央更生保護審査会の庶務に関すること。
長
長
は
長
臣

員
局
委
又
局
大

長
長
長

局
局
局７

31

32

施設の指定（更生保護委託費支弁基準7条，

条の2）

前各号に準ずる事項

33

大 臣

事務次官

又 は

局 長

大 臣

事務次官

又 は

局 長

34

(13人権擁護局）

種擁護｜局 涙

一般のもの

間協力功労者の蓑

権擁護委員の特月｜

権擁護委員に対す

権擁護委員証票α

権侵犯事件の処遥

電車か＊､の

眉
長
長
信

床

α
争

致
譽

疋
室

の
ろ

ロ延

菖等の範囲の鋏

労次･目

長

信

役のもの

室低の鴎 済昇喧銅

_Xn津

人権侵犯事件の

事件の指定に蔭

ヨ際連合人権年

出界人権官言許

理
．
宿
陰
芦
匡

次
次

努
努劣択．

卜等におに

鯵広報活電

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

事務次官事務次官

又 は又 は

局 長局 長

訟務局 ）(14

’

こ関する代理人の指定及

3条， 6条の2， 6条の｛

や理人としての弁護士の

6条， 6条の2， 6条0

こ閨する申立て及び陳述li

灌u隠珊 ］
一
頁
｛
冑

争
塞

］
又
三
宝

1

蛋
工
Ｅ
鹿
エ
ヱ
匪
庁

窪M

４
臣

の異議院

行政庁に
11百1

士|寸1

司6条0

共団体の長又

の実施に閨す

y〕十

描謝

6条の3．4喉

重要なもの

一般のもの

州方公共研体．

’

の権限法穿

冬1］百｝

冬団体からの権限法穿

禽藤大臣の音貝存求及

番号 決 裁 事 項 決裁者 文書施行

名義者



機密性2 完全性2 可用性2

予防司法支援事件に対する回答に関すること。

国の債権の管理に関する事務について財務大臣

の意見を求めること （国の債権の管理等に関す

る法律38条3項)。

前各号に準ずる事項

二|宴
長
臣

局
局

11

12

大
又
局

大
又
局

臣
は
長

臣
は
長

13

(15入国管理局）

収／ h･肘

里妾なもの 事お

一般のもの 局

入国審査官及び入国警備官等の配置及び規律に局

関すること。

特別審理官，難民調査官，意見聴取担当入国審局

査官及び意見聴取担当難民調査官の指定（出入

国管理及び難民認定法2条12号, 12号の2, 22

条の4． 2項， 61条の2の8．2項）

厚生労働大臣又は法務大臣指定医としての指定局

依頼（出入国管理及び難民認定法9条， 17条）

出入国管理及び難民認定法第7条第1項第2号

の基準を定める省令に係る告示

重要なもの 大

一般のもの 局

出入国管理及び難民認定法第7条第1項第2号

の規定に墓づき同法別表第1の5の表の下欄に

喝げる活動を定める告示

行政手続法（平成5年法律第88号）第39条簾

4項第8号に該当するもの

上記以外のもの

出入国管理及び難民認定法第7条第1項第2号

の規定に茎づき同法別表第2の定住者の項の下

疋めゐ古

.冬挙刈琵

番号 決 裁 事 項

9

決裁者 文書施行

名義者



１
１
｜

’
機密性2 完全性2 可用性2

大大 臣臣上記以外のもの

出入国管理及び難民認定法別表第1の2の表の

高度専門職の項の下欄の基準を定める省令第1

条第1項各号の表の特別加算の項の規定に基づ

き法務大臣が定める法律の規定等を定める告示

重要なもの

一般のもの

在留カード等に係る漢字氏名の表記等に関する

告示

重要なもの

一般のもの

出入国管理基本計画の策定及び変更（出入国管

理及び難民認定法61条の10）

出入国管理基本計画の概要の公表

出入国管理及び難民認定法第6条3項に規定す

る電子計算機を設置する入国管理官署の指定に

関すること（出入国管理及び難民認定法6条3

項，同法施行規則5条5項)。

出入国管理及び難民認定法第9条第4項に規定

する電子計算機を設置する入国管理官署の指定

に関すること(出入国管理及び難民認定法9条4

項，同法施行規則7条4項)。

出入国管理及び難民認定法第9条第7項に規定

する登録を受け付ける入国管理官署の指定に関

すること（出入国管理及び難民認定法9条7項，

同法施行規則7条の2． 1項)。

永住者として本邦に永住することの許可に関す

ること （出入国管理及び難民認定法22条， 22条

の2)。

重要なもの

一般のもの

永住者の在留資格の取消しに関すること （出入

国管理及び難民認定法22条の4）。

重要なもの

一般のもの

特別永住者として本邦に永住することの許可(特

別永住許可）に関すること （日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法4条， 5条)。

在留カードの交付に関すること （出入国管理及

’

8
’

」

大
大

大
局

臣
臣

臣
長

’

9

大
局
大

大
大
大

臣
臣
臣

臣
長
臣

’

10

長
臣

大
大

臣
臣

局
大

11

12

大 大臣 臣13

大 大臣 臣14

’

15

大
局

大
大

臣
長

臣
臣

16

大
局
局

大
大
大

臣
長
長

臣
臣
臣17

’

18



機密性2 完全性2 可用性2

び難民認定法19条の6， 19条の10, 19条の11, 1

9条の12, 19条の13, 20条4項， 21条4項， 22条

3項， 22条の2． 3項・4項， 50条3項， 61条

の2の2． 3項)。

重要なもの

一般のもの

特別永住者証明書の交付に関すること （日本国

との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法7条， 11条， 12

条， 13条， 14条， 19条)。

重要なもの

一般のもの

出入国管理及び難民認定法第19条の16に規定す

る届出を受け付ける入国管理官署の指定に関す

ること （出入国管理及び難民認定法19条の16,

同法施行規則19条の15． 3項)。

在留カードに表記された漢字等を使用した氏名

の変更に関すること （出入国管理及び難民認定

法施行規則19条の7．6項)。

特別永住者証明書に表記された漢字等を使用し

た氏名の変更に関すること （日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法施行規則5条6項)。

在留カードの失効に関する情報の公表に関する

こと （出入国管理及び難民認定法施行規則19条

の14)。

特別永住者証明書の失効に関する情報の公表に

関すること （日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特

例法施行規則14条)。

公示送達に関すること （出入国管理及び難民認

定法61条の9の2．6項)。

上陸に関する異議申出の裁決に関すること （出

入国管理及び難民認定法11条3項， 12条，同法

施行規則61条の2)。

重要なもの

一般のもの

在留に関する異議申出の裁決に関すること （出

入国管理及び難民認定法49条3項， 50条，同法

施行規則61条の2)。

大
局

大
大

臣
長

臣
臣

19

大
局
大

大
大
大

臣
長
臣

臣
臣
臣20

大長 臣局21

長 大 臣局22

大長 臣局23

大長 臣局24

大長 臣局25

26

大
大

大
局

臣
臣

臣
長

27
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機密性2 完全性2 可用性2

’
1

’

大
大

大
局

臣
臣

臣
長

●

重要なもの

一般のもの

難民の認定及び難民の認定の取消しに関するこ

と （出入国管理及び難民認定法61条の2， 61条

の2の7)。

重要なもの

一般のもの

難民の認定をしない処分又は難民の認定の取消
しに係る審査請求に関すること （同61条の2の

9）。

重要なもの

一般のもの

仮滞在の許可及び仮滞在の許可の取消しに関す

ること （同61条の2の4， 61条の2の5）。

重要なもの

一般のもの

在留資格に係る許可等に関するごと （同61条の

2の2， 61条の2の3， 61条の2の8）。

重要なもの

一般のもの

出国待機施設の指定に関すること（同13条の2，

59条3項，出入国管理及び難民認定法施行規則5

2条の2，別表5）。

争訟に関する代理人の指定及び解任（権限法5

条）

外国人の不法入国事件の通報者に対する報償金

の交付に関すること （出入国管理及び難民認定

法66条)。

被収容者の処遇細則の制定・改廃の認可（被収

容者処遇規則45条）

被収容者の処遇に関する異議の申出の裁決及び

通知（同41条の3）

重要なもの

一般のもの

けん銃等の使用報告の受理（けん銃等の管理及

び取扱規程23条3項）

けん銃等の保管現況報告の受理(同5条6項）

けん銃等の亡失報告の受理(同11条3項， 5項）

けん銃等の訓練のための実弾射撃報告の受理(け

ん銃等の取扱いに関する訓練規程11条）

’

28

大
大

大
局

臣
臣

臣
長

29I

I

大
局

大
大

臣
長

臣
臣

30

’

大
局

大
大

臣
臣

臣
長

31

大
局
局

大
大
大

臣
臣
臣

臣
長
長32

長
長

大局 臣33

大局 臣34

大長局 臣35

36

大
局
局

大
大

臣
長
長

臣
臣

37 ■■■■■■■■■■

I

長
長
長

局
局
局

38

39

40

’
一
一

1



機密性2 完全性2 可用性2

けん銃等の訓練における職員の受傷及び事故発

生報告の受理(同12条）

外国人住民に係る住民票の記載に係る法務大臣

と市町村（東京都の特別区の存する区域及び地

方自治法第252条の19第1項の指定都市にあって

は， 区｡）の長との間の通知に関すること （出

入国管理及び難民認定法61条の8の2,住民基

本台帳法30条の50)。

重要なもの

一般のもの

国の開設する病院又は診療所の開設，休止，廃

止，管理者の変更，開設後の使用承認等に関す

ること （医療法7条， 9条等)。

出入国管理及び難民認定法第24条第3号の2の

規定による認定に関すること。

重要なもの

一般のもの

外国人の在留に関する事項の確認のための照会

に関すること （労働施策の総合的な推進並びに

労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律29条)。

出入国管理及び難民認定法施行規則第19条第3

項第1号の規定に基づき法務大臣が定める機関

を定める告示

重要なもの

一般のもの

出入国管理及び難民認定法施行規則別表第4の

法別表第1の5の表の特定活動の項の下欄に掲

げる活動（特定活動）の項の下欄の規定に基づ

き法務大臣が定める者を定める告示

重要なもの

一般のもの

出入国管理及び難民認定法別表第1の2の表の

技能実習の項の下欄に規定する事業上の関係を

有する外国の公私の機関を定める省令に係る告

示

重要なもの

一般のもの

出入国管理及び難民認定法別表第1の2の表の

技能実習の項の下欄に規定する団体の要件を定

41 長局 －

42

大
局
局

大
大
大

臣
長
長

臣
臣
臣43

44

大
大
大

大
局
局

臣
臣
臣

臣
長
長45

46

大
大

大
局

臣
長

臣
臣

47

大
大

大
局

臣
臣

臣
長↓

48

大
大

大
局
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機密性2完全性2 可用性2
’

’

める省令に係る告示

重要なもの

一般のもの

出入国管理及び難民認定法施行規則第七条の二

第三項第一号の規程に基づき希望者登録に関し

法務大臣が定める国，地域及び行政区画を定め

る件

重要なもの

一般のもの

経済上の連携に関する日本国とインドネシア共

和国との間の協定の適用を受けるインドネシア

人看護師等，経済上の連携に関する日本国とフ

ィリピン共和国との間の協定の適用を受けるフ

ィリピン人看護師等又は平成24年4月18日にベ

トナム社会主義共和国政府との間で交換が完了

した看護師及び介護福祉士の入国及び一時的な

滞在に関する書簡の適用を受けるベトナム人看

護師等の出入国管理上の取扱いに関する指針

重要なもの

一般のもの

外国人在留総合インフォメーションセンターの

運営業務及び地方入国管理局等の入国・在留手

続の窓口業務に関する事務についての競争の導

入による公共サービスの改革に関する法律の規

定による付議，決定，通知及び公表(競争の導入

による公共サービスの改革に関する法律14条1

項， 5項， 6項， 7項， 15条， 20条2項， 21条

2項， 3項， 22条3項， 4項， 26条1項， 4項，

27条1項， 2項）

電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処

理等に関する法律に基づき大臣が行う協議に関

すること(電子情報処理組織による輸出入等関連

業務の処理等に関する法律9条3項,14条2項,1

6条2項)。

重要なもの

一般のもの

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を

助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向

精神薬取締法等の特例等に関する法律第3条に

規定する入国審査官に対する連絡に関すること
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機密性2 完全性2 可用性2

(国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を

助長する行為等の防止を図るための麻薬及び向

精神薬取締法等の特例等に関する法律3条1項

～3項)。

日本人の出国及び帰国並びに外国人の入国及び

出国の管理に関すること （この別表第一におい

て別に定めるものを除く。 ）。

重要なもの

一般のもの

本邦における外国人の在留に関すること （この

別表第一において別に定めるものを除く。 ）。

重要なもの

一般のもの

在留カード及び特別永住者証明書に関すること

（この別表第一において別に定めるものを除

く。)。

重要なもの

一般のもの

難民の認定に関すること （この別表第一におい

て別に定めるものを除く。 ）。

重要なもの

一般のもの

外国人技能実習機構の資本金の増加に関するこ

と （外国人の技能実習の適正な実施及び技能実

習生の保護に関する法律60条2項)。

外国人技能実習機構の設立認可申請に関するこ

と （同66条1項)。

外国人技能実習機構の理事長及び監事の指名に

関すること （同66条2項)。

外国人技能実習機構の理事の任命に関すること

（同71条2項)。

外国人技能実習機構の理事の解任に関すること

（同74条1項， 2項)。

外国人技能実習機構の役員の兼職に関すること

（同75条)。

外国人技能実習機構の評議員の任命に関するこ

と （同84条1項)。

外国人技能実習機構の評議員の解任に関するこ

と （同85条)。

外国人技能実習機構の法第87条の業務（同条第
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’
機密性2完全性2 可用性2

1号に掲げる業務及びこれに附帯する業務を除

く。）の一部の委託に関すること（同88条1項)。

外国人技能実習機構の業務方法書の認可及び変

更の認可に関すること （同89条1項)。

外国人技能実習機構の予算及び事業計画の認可

及び変更に関すること （同92条1項)。

外国人技能実習機構の予算及び事業計画の認可

及び変更に係る財務大臣への協議（同92条2項）

外国人技能実習機構の財務諸表の承認に関する

こと （同93条1項)。

外国人技能実習機構の短期借入金の認可に関す

ること （同95条1項)。

外国人技能実習機構の短期借入金の借換えの認

可に関すること （同95条2項）

外国人技能実習機構の短期借入金の認可及び借

換えの認可に係る財務大臣の協議（同95条4項）

外国人技能実習機構の余裕金の運用に関するこ

と （同97条)。

外国人技能実習機構に対する監督命令に関する

こと （同99条2項)。

重要なもの

一般のもの

外国人技能実習機構に対する報告の徴収及び立

入検査に関すること （同100条1項)。

外国人技能実習機構の定款の変更に関すること

（同101条)。

外国人技能実習機構の予算の流用及び予備費の

承認に関すること （外国人技能実習機構の財務

及び会計に関する省令9条2項)。

外国人技能実習機構の予算の繰越しの承認に関

すること （同10条)。

外国人技能実習機構の会計規程の基本事項の承

認に関すること （同24条2項)。

技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する基本方針の策定に関ずること （外国人の
技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に

関する法律7条）

外国人技能実習機構に認定事務の全部若しくは

一部を行わせることとするとき，又は行わせな

いこととするときの公示に関すること （同12条

’
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機密性2 完全性2 可用性2

7項）

実習実施者等，監理団体等又は実習実施者等若

しくは監理団体等の役職員等に対する報告徴収

等に関すること （同13条1項）

実習実施者に対する改善命令及びその公示に関

すること （同15条1項， 2項）

重要なもの

一般のもの

技能実習計画の認定取消し及びその公示に関す

ること （同16条1項， 2項）

重要なもの

一般のもの

外国人技能実習機構に技能実習開始の届出の受

理を行わせることとするとき，又は行わせない

こととするときの公示に関すること （同18条4

項）

監理団体の許可に関すること （同23条1項）

重要なもの

一般のもの

外国人技能実習機構に監理団体の許可のための

事実関係の調査の全部若しくは一部を行わせる
こととするとき，又は行わせないこととすると

きの公示に関すること （同24条7項）

外国人技能実習機構に監理事業者への許可書の

交付若しくは再交付の事務を行わせることとす

るとき，又は行わせないこととするときの公示

に関すること （同29条5項）

監理団体の許可の有効期間の更新の許可に関す

ること （同31条2項）

重要なもの

一般のもの

監理団体の監理許可に係る事業の区分の変更の

許可に関すること （同32条1項）

重要なもの

一般のもの

団体監理型技能実習関係者等に対する報告徴収

等に関すること （同35条1項）

監理団体に対する改善命令及びその公示に関す

ること （同36条1項， 2項）

重要なもの
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機密性2完全性2 可用性2

一般のもの 局 長大 臣

監理許可の取消し及びその公示に関すること（同

37条1項， 4項）

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 局 長大 臣

職権で監理許可（一般監理事業に係るものに限

る。）を特定監理事業に係るものに変更するこ

と及びその公示に関すること （同37条2項， 4

項）

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 局 長大 臣

監理事業の全部又は一部の停止を命ずること及

びその公示に関すること （同37条3項， 4項）

重要なもの 大 臣大 臣

一般のもの 局 長大 臣

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生局 長大 臣

の保護に関する法律第2章の規定の施行に関す

る実習実施者及び監理団体に対する指導及び助

言に関すること （同50条1項）

技能実習の継続が困難となった実習実施者，監局 長大 臣

理団体等に対する指導及び助言に関すること（同

51条2項）

事業所管大臣への特定の業種に属する事業に係

る協力要請に関すること （同53条）

重要なもの 事務次官大 臣

一般のもの 局 長大 臣

事業所管大臣への情報の提供，技能実習の適正

な実施及び技能実習生の保護を図るため当該措

置の実施を求めること及び同措置について報告

を求めることに関すること （同55条1～3項）

重要なもの 事務次官大 臣

一般のもの 局 長大 臣

前各号に準ずる事項 大 臣大 臣

事務次官事務次官

又 は又 は

局 長局 長
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機密性2完全性2 可用性2

文書記号について

文書の記号は，次によるものとする。

1 省令，告示及び官報掲載を必要とする訓令に付す記号は，法務省令，法務省

告示及び法務省訓令とする。

2上記以外の文書の記号は，次表のとおりとする。

3 大臣官房の秘書課，人事課，会計課，国際課，施設課及び厚生管理官にあっ

ては，前記2の記号の次に，室又は係の名称の一宇を加えることができる。

4官報に掲載しない訓令については，前記2及び3の記号の次に「訓」の文字

を加える。

5秘密文書については，最後に「秘」の文字を加える。

6他府省等に施行する行政文書については，前記2ないし5の記号に省名をか

ぶせることとし，法務省内部に施行する行政文書については， これを省略する

ことができる。

ロJ1室1工胃巾U味

審査監督課

総務課

民事第一課

民事第二課

商事課

民事法制管理官

総務課

刑事課

公安課

刑事法制管理官

ヨ際刑事管理官

総務課

戎人矯正課

少年矯正課

矯正医療管理官

総務課

更生保誇振興語

曰」口

司覇

昊淵

晃一
＝一

州
公
嗣
に
溌
威
少
盤

刊
刊
刊
刊
喬
喬

部 局 名 記号
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’ 観察課

総務課

調査救済課 、

人権啓発課

訟務企画課

民事訟務課

行政訟務課

租税訟務課

訟務支援管理官

総務課

入国在留課

審判課

警備課

出入国管理情報官

観
総
調
啓
企
民
行
租
支
総
在
審
警
情

保
権
権
権
訟
訟
訟
訟
訟
管
管
管
管
管

法務省人権擁護局

’

１
１

法務省訟務局

’
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法務省入国管理局
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